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序     文 
 

ブータン王国では貧困層の多数が農村部に居住しており、特に東部地域に貧困が集中している

ことから、ブータン王国政府は地域格差の是正による貧困削減をめざして同地域の農業開発に取

り組んできました。 

その流れのなか、2003 年にブータン王国政府より、農業省東部農業試験場における技術開発能

力の向上、普及体制の強化、農家・試験研究・普及間の連携強化を図る技術協力プロジェクトが

要請されたことを受け、当機構は事前調査を実施し、2004 年には R/D 締結により「東部 2 県農業

生産技術開発・普及支援計画」が開始されました。 

本プロジェクトでは、2007 年 1 月 6 日から同年 1 月 26 日まで、農村開発部第一グループ長 友

部秀器を団長とする中間評価調査団を、2009 年 2 月 22 日から同年 3 月 12 日まで農村開発部水田

地帯グループ水田地帯第三課長・伊藤耕三を団長とする終了時評価調査団を派遣しました。 

本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたもので、今後のプロジェクト展開に広

く活用されることを願うものです。 

終わりに、この調査にご協力とご支援をいただいた内外の関係各位に対し、心から感謝の意を

表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第です。 
  
平成 23 年 6 月 
 

独立行政法人国際協力機構 
農村開発部長   熊代 輝義  
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評価調査結果要約表（中間評価） 
１．案件の概要 

国名：ブータン王国 案件名：東部 2 県農業生産技術開発・普及支援計画 

分野：農業（園芸作物、稲作、普及） 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部第一グループ水田 

第三チーム 
協力金額：総額 4.9 億円（2007 年 1 月評価時） 

協力期間 （R/D）：2004 年 6 月 15 日～ 
2009 年 6 月 14 日 

先方関係機関：農業省、東部農業試験場

（RNRRC-East）、モンガル県庁、ルンツェ県庁、財

務省 
日本側協力機関：JICA 直営 

他の関連協力：  

１－１ 協力の背景と概要 

 ブータン王国（以下、「ブータン」と記す）の農業セクターは、GDP の 34％、就業人口の 79％
を占めており、第 9 次 5 カ年計画（2002～2007 年）において最重要課題の 1 つとして位置づけ

られている。しかし、国土全体が山岳地帯であり、なかでも東部地域はほとんどの農地が険し

い傾斜に散在し、農業生産性の向上が非常に困難な地域であるため、西部に比べ相対的に開発

が遅れている。これに対して JICA は、東部農業試験場（Renewable Natural Resource Research 
Centre-East：RNRRC-East）に個別専門家を 4 年間（2000 年 3 月～2004 年 3 月）派遣し、同試

験場の農業生産に関する試験研究の基盤づくりに協力してきた。同試験場での成果は着実にみ

られるようになったものの、農家への技術普及については、県の管轄下で各郡の普及支所に配

置されている普及員の技術・技能の低さや、県の脆弱な普及体制、試験研究と普及の連携不足

などから十分に行われていなかった。こうした状況を改善するため、2002 年、ブータン政府は

日本政府に対し、RNRRC-East の更なる技術レベルの向上と試験研究・普及体制の連携強化を

図るためのプロジェクト方式技術協力を要請してきた。 
 
１－２ 協力内容 

 本プロジェクトでは、農業生産技術の試験研究・開発と普及活動の相互の連携を通じて、農

業普及の仕組みが改善されることを目的に、プロジェクトの実施機関である RNRRC-East と、

同試験場が管轄する東部 6 県のうちモンガル県とルンツェ県の 2 県を対象に協力を行ってい

る。具体的には、2 県の農村開発部や郡の普及員と連携・協力しながら、RNRRC-East で地域

の特性を生かした農業生産技術の試験研究と開発を行い、2 県のなかでモデル郡として位置づ

けられた 4 郡の農家を対象に、同試験場で開発された栽培技術及び営農方法等の移転・普及を

進めている。 
 

(1) 上位目標 
東部地域の農業生産性を向上させる技術の選択肢が増え、同地域で採用される。 

 
(2) プロジェクト目標 

試験研究と普及活動の連携が図られ、農業普及の仕組みが改善される。  
 

(3) 成果 
成果 1： 普及を目的とした適切な農業技術の選択肢が、東部農業試験場（RNRRC-East）

によって開発される。 
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      成果 2：よりよい技術サービスのための普及体制が 2 県で強化される。 
成果 3： 農家と試験研究、普及間の連携に関する試験的な取り組みを通じて、4 つのモ

デル郡の農家の技術能力が向上する。 
 

(4) 投入（評価時点） 
＜日本側＞ 

長期専門家派遣：累計 3 名 
機材供与：1,200 万ニュルタム（約 3,300 万円。消費税、輸送料、保険料等を含む） 
短期専門家派遣：累計 3 名 
ローカルコスト負担：1,129 万ニュルタム（約 3,000 万円。人件費を除く） 
研修員受入れ：累計 27 名 

＜ブータン側＞ 
カウンターパート（Counterpart：C/P）配置：41 名 
ローカルコスト負担：1,509 万ニュルタム（約 4,100 万円－人件費を含む） 
土地・施設提供        

２．評価調査団の概要 

調査者 担当分野 氏  名 所  属 

総括 
計画管理  
評価分析 

友部 秀器 
遠山 峰司 
島田 俊子  

JICA 農村開発部第一グループ長 
JICA 農村開発部第一グループ水田第三チーム主任 
アイ・シー・ネット株式会社 

調査期間：2007 年 1 月 6 日～1 月 26 日 評価種類：中間評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

(1) 投入 
計画された投入は日本・ブータン国側双方からほぼ予定どおり実施されている。 

 
(2) 成果（アウトプット） 

1) 成果 1：普及を目的とした適切な農業技術の選択肢が、東部農業試験場（RNRRC-East）
によって開発される 

指標の 1 つである奨励品種については、稲 1 品種、野菜 2 品種（ニンジンとトウガラ

シ）が公式に採用され、このほかにも稲や野菜、果樹の試験・研究が順調に行われてお

り、終了時までに目標値である稲 2 品種、野菜 3 品種、果樹 3 品種の奨励品種を開発で

きる見込みは高い。2 つ目の指標である技術マニュアルの作成は、目標値の 5 種類の生

産管理に関するマニュアルに着手しており、終了時までに完成される見込みが高い。3
つ目の指標の普及教材の作成では、既に小冊子やカレンダー、ポスター、プレゼンテー

ション資料が合計 30 種類完成し、目標値の 10 から 15 種類を達成した。 
 

2) 成果 2：よりよい技術サービスのための普及体制が 2 県で強化される 
1 つ目の指標の「普及員が年に 1 回の研修に参加する」については、これまで 2 県の

計 24 名の普及員全員が 3 回の研修に参加し、適正作物の栽培技術や管理方法に関して

学んでいる。今後も同様の普及員対象の研修が開催される予定であり、終了時までに達

成できる見込みは高い。2 つ目の指標の普及員の計画管理に関する自己評価と、3 つ目

の指標の第 3 者による普及員の計画管理に関する能力評価は、強化すべき分野の絞り込
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みや評価方法等についてプロジェクト内で十分に検討されておらず、また評価自体も実

施されていない。そのため、アウトプットの発現が遅れている。 
 

3) 成果 3：農家と試験研究、普及間の連携に関する試験的な取り組みを通じて、4 つの

モデル郡の農家の技術能力が向上する 
このアウトプットの達成を測る 3 つの指標については、一部表現や測定方法が不明確

で目標値が掲げられていなかったため、プロジェクト関係者との協議を基に修正した。

指標 1 の研修に参加したモデル郡の農民の割合は、プロジェクト終了時前に実施する終

了時調査で測定する予定だが、研修記録によると、これまで 3 つの技術研修と 7 つの実

施研修に延べ 233 名の農家が参加している。指標 2 の奨励・普及した技術に関する農家

の意識は、指標 1 と同様、終了時調査で測定することとし、この調査までに奨励・普及

した技術の内容をプロジェクト側で特定することになった。指標 3 の研修以外の現場活

動に参加した農家の割合も終了時調査で測定する。活動記録によると、延べ 97 名の農

家が展示圃でのデモンストレーション、116 名がフィールドディ、60 名が農産物の品評

会にそれぞれ出席している。農家の意識や技術能力の向上は、長い間に培われた生活や

文化に密接に関係しているため、好評を博した品評会の定期的な開催や各モデル郡同士

の交流等、終了時までに農家が新しい技術を習得したいという意欲がわくような動機づ

けをプロジェクト側から効果的に行うことが求められている。 
 

(3) プロジェクト目標：試験研究と普及活動の連携が図られ、農業普及が促進される 
プロジェクト目標の指標の 1 つであるプロジェクトで開発・普及された技術を採用する

モデル郡の農家の割合は、終了時調査で測ることになっているが、成果 3 と同様、農家が

新しい技術を採用するということは一種の行動変容であり、時間を要すると考えられる。

2 番目の指標の、試験研究と普及の共同活動数については、プロジェクトの報告ではこれ

まで 5 つあるというが、測定方法を今次調査で協議・再検討した結果、今後は半期に１回

開催されるワーキンググループ会議で活動を計画、特定し、以降の会議で何件実施できた

か検証することになった。指標 3 の農家と普及、試験研究の連携強化のモデル概念は、既

にプロジェクトで「試験研究アウトリーチプログラム」1として定義づけ、ガイドラインの

素案を作成中である。今般の中間評価で普及すべき農作物の試験研究が成果 1 の下で順調

に進み、試験研究と普及活動の連携は確実に図られるようになっていることを確認できた

が、プロジェクト目標達成には成果 2 と成果 3 の効果発現が不可欠である。 
 
３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 
開発が全般に遅れている東部地域で、試験研究と普及活動の連携を強化し、園芸作物を

中心とした農作物の多様化と適正技術の普及を掲げる本プロジェクトの目標と上位目標

は、農業生産性の向上による食糧確保や農家の所得向上、地域格差の縮小をめざす、ブー

タン政府の第 9 次 5 カ年計画（2002～2007 年）と合致する。これまでブータンの農業普及

分野では、最初に試験研究を行い、次に開発した品種や技術を普及すれば、次第に農家に

便益がもたらされると想定していた。しかし、所期の効果が上がらないため、農業省は 2003

                                                        
1 これまでの農業普及は、試験場で開発された技術や品種を普及員が一律に一方的に農家に広める方法がとられていた。こ

れに対して同プログラムでは、地域特性に合わせた作物を普及させる適地適作の考えに基づき、試験研究を試験場だけで

なく、積極的に農家の圃場で行い、普及員と協力して、農家に対する普及活動を圃場での実技体験を伴うデモンストレー

ションや篤農家の圃場で行う展示栽培等を通じて展開するアプローチを取り入れている。 
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年 7 月の大臣交代に伴い、試験研究と普及、農家の連携強化を重視するようになった。本

プロジェクトはまさにこれら 3 者の連携強化を前面に打ち出し、現場で試験研究と普及活

動に取り組んでいる技術協力であり、同省が直面する試験研究・普及分野の問題解決手段

としても適切で、ブータンに必要な協力と判断できる。さらに、JICA の国別事業実施計画

（2006 年 6 月更新）では「農業・農村開発」は 4 つの援助重点分野のうちの 1 つであり、

これら日本の援助政策との整合性も高い。したがって、協力実施は極めて妥当性が高い。 
 

(2) 有効性 
成果１では、RNRRC-East で園芸作物と稲作の試験研究が計画どおり行われており、同

試験場職員に対する優良品種や新しい栽培方法の技術移転が着実になされている。これら

試験研究の結果は、成果 2 と成果 3 の各種普及活動を通じて徐々にモデル郡の農家に普及

され、プロジェクト目標の達成を後押しすることになると考えられる。具体的には試験研

究と普及の共同活動の数の増加（プロジェクト目標指標 2）と、農家と普及、試験研究の

有機的な連携強化が「試験研究アウトリーチプログラム」という概念として整理されガイ

ドラインの素案を作成中である（プロジェクト目標指標 3）など本件協力の有効性は高い。 
 

(3) 効率性 
ブータン・日本国側双方の投入が適切に実施され、大半の活動は効率的かつ順調に実施

されている。活動が順調に行われている要因は、①専門家と C/P が良好な関係を築いてい

ることに加え、関係者間のコミュニケーション、その結果として、C/P のプロジェクトに

対する主体性の熟成が進み、②各種会議のなかでも、特にワーキンググループ会議は活動

の進捗確認や次期計画の策定を行うのに役立っていること、③本邦研修はプロジェクト活

動に直接活用できる内容が多く、技術の向上はもとより、動機づけや業務に対する姿勢の

改善の面で役に立っていることなどが挙げられる。一方、普及活動については、関係者間

の役割分担が不明瞭であったことや、県担当者がルンツェ県、モンガル県ともに異動にな

ったことが進捗の阻害要因として確認された。また、車両購入許可や免税措置に要する期

間や試験場作業員の人件費、農業機械やプロジェクト車両の燃料費に対する予算不足も今

後改善されるべき点として挙げられる。 
 

(4) インパクト 
中間評価時点ではあるが、東部の他地域から RNRRC-East に対して、園芸作物の種子や

果樹の苗木の配布依頼が増えていることや、本プロジェクトで導入した接木の方法の 1 つ

である高接ぎが東部以外の地域でも導入されていることなど、プラスのインパクトが生ま

れている。マイナスのインパクトの発現は今のところ確認されていない。プロジェクトで

は、個別の適正技術への関心はもとより、「試験研究アウトリーチプログラム」という試

験研究と普及分野での包括的なアプローチの開発・普及の点でも注目されており、今後成

果とプロジェクト目標が達成されれば、農業省やブータン国内にある他の 3 つの農業試験

場にも波及効果をもたらすことが期待できる。ただし、上位目標の達成には、プロジェク

トのみでは解決できない、農産物を販売・換金できる環境整備、つまり国内外の市場への

アクセスを高める措置が不可欠であろう。 
 

(5) 持続性 
プロジェクトで実践している試験研究、普及、農家の連携強化の有効性は農業省によっ

ても認識され始めているため、プロジェクト終了後も政策面の持続性は見込める。専門家
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による C/P に対する技術指導がプロジェクト後半も継続して行われれば、移転された技術

が自立的に発展する見込みは高い。しかし、農家へ移転される技術の持続性については、

まずは農家が技術を導入、継続的に活用したいと思うための動機づけが必要不可欠であ

り、プロジェクトのなかで効果的な普及の方法や仕組みを一層検討していく必要があろ

う。制度面や組織面から検証した結果、プロジェクトに対する主体性は関係者の間で芽生

えており、終了後も維持されると見込まれる。ワーキンググループ会議の機能についても、

高く評価する関係者の声が多く、プロジェクト終了後も試験研究と普及の協議の場として

定着・発展する見込みがある。プロジェクト活動の多くが園芸作物分野の指針・研究を統

括する RNRRC-East の任務や業務と合致するため、プロジェクトを通じて強化される同試

験場の試験研究機能は将来的にも持続すると考えられる。一方で県の農村開発部やモデル

郡の組織面の持続性の有無を判断するのは時期尚早といえ、今後の活動の展開次第であろ

う。財務面の持続性の判断も時期尚早といえようが、プロジェクトの効果を持続し、他の

地域へ適用するためにはブータン側の財政確保のための努力が必要不可欠である。プロジ

ェクト自体も、政府予算や他のドナーとの連携協力を通じて、プロジェクトの波及効果に

必要な活動を後押しすることが重要である。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 
本プロジェクトは、計画段階から農業省、RNRRC-East、東部 2 県の農村開発部、4 つの

モデル郡の普及員に加え、本プロジェクトの長期専門家候補者であった 2 名の専門家の参

画も得て、参加型プロジェクト・サイクル・マネジメント（Project Cycle Management：PCM）

ワークショップを通じてプロジェクトの協力枠組みを策定した。このことはプロジェクト

で掲げる試験研究、普及、農家の連携強化概念を関係者間に浸透させ、プロジェクトに対

する主体性を醸成する一因となっている。また活動計画（Plan of Operations：PO）は現状

に即した具体的、実践的な内容で作成されたため、プロジェクトの運営・モニタリングツ

ールとして積極的に活用されており、順調な活動進捗と効果発現に貢献している。 
 

(2) 実施プロセスに関すること 
プロジェクト開始前の 4 年間、本プロジェクトのチーフアドバイザーが園芸作物の長期

専門家として RNRRC-East に派遣されていたため、ブータン側関係機関との良好な関係が

既に築けていた。このことは、プロジェクトの円滑な立ち上げに貢献したと考えられる。

プロジェクト開始以降、専門家と C/P との間にみられるコミュニケーションやチームワー

クの良さ、関係機関との協力関係の構築は、活動の円滑な実施に寄与している。この他、

半年に 1 回、試験研究、普及のプロジェクト関係者間で開かれるワーキンググループ会議

は、活動の進捗状況の確認、必要に応じた活動の軌道修正、次期活動計画の策定に大いに

役立ち、試験研究と普及間の連携強化の点からも機能していた。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 
特になし。 

 
(2) 実施プロセスに関すること 

効率性で言及したとおり、プロジェクトの進捗を妨げる深刻な要因とまではいえない

が、車両購入許可や免税措置がなされるまでに時間を要することや、作業員の人件費等の
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予算不足は、活動の効率性に影響を及ぼした。 
 

３－５ 結論 

プロジェクトの活動計画の実施状況はおおむね良好である。プロジェクトの前半、成果１の

普及のための適切な農業技術の開発はさまざまな試験研究や圃場での実践を通じて、順調に進

んでいる。特にこれまでの活動により、試験研究と普及、農家の相互のつながりを強化してい

くことの重要性と有効性が、プロジェクトの関係者に認識されつつある。成果 2 の普及体制の

強化は、中間評価時点ではまだ効果が十分に発現していないが、今後、活動の重点が試験研究

や開発から普及に移行されることから、残りの期間での進捗が期待される。成果 3 の農家への

技術移転は現場レベルでの活動も開始され、先駆的な農家は確実に優良品種の作物や栽培技術

を導入し、一部の農家では所得に占める農作物の販売割合が増えている。残りの期間も農家の

学ぶ意欲ややる気を引き出すために、工夫をこらした技術指導や普及活動を継続して行うこと

が重要である。 
 
３－６ 提言 

合同評価チームは、プロジェクトが残りの期間、円滑で効果的に活動を実施していくうえで

必要と考えられる次の提言を行った。 
 

(1) 合同調整委員会に対する提言 
・ これまで使用されたプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：

PDM）には目標値が設定されていない箇所や、指標の測定、把握方法が十分に議論さ

れておらず、現場の実態に即していないものが散見されたため、本調査で評価用に PDM
を修正した。また実施された一部の活動が記載されていない、あるいは重複する活動

もあったため、PO も修正した。この改訂版 PDM（Version 3）と改訂版 PO（Version 2）
を採用することを合同調整委員会に提案する。今後、新たな PDM と PO に基づき、プ

ロジェクト期間内に残された活動を着実に実施し、成果と目標を達成できるよう取り

組むことが重要である。 
・ 合同調整委員会の開催頻度をプロジェクト開始当初少なくとも年 1 回と規定していた

が、現実にはこの会議以外の、農業関連の会議やワークショップで合同調整委員会の

メンバーが首都や東部地域で集い、プロジェクトの進捗状況を確認、話し合う機会が

多いため、中間評価時まで合同調整委員会が実施されたのは 1 回だけであることが判

明した。したがって、合同調整委員会の会議開催を年 1 回首都で義務づけることは現

状に照らし合わせやや難しいと判断し、代替案として終了時評価が行われるまでに少

なくとも 1 回開催し、あとは必要に応じて開催することと、プロジェクトの調整会議

が行われた際は合同調整委員会のメンバーにも同会議の議事録を配布することを提案

する。 
 

(2) プロジェクトに対する提言 
・ 合同調整員会が修正版 PDM（Version3）を承認した際には、プロジェクト目標の指標 1

「開発・普及された技術」と成果 3 の指標 3-2「奨励する技術」の特定と、成果 2 の指

標 2-2 と 2-3 の「自己評価シート」と「能力評点シート」の開発を速やかに行うことを

提言する。 
・ 成果 2 の普及体制の強化をめざすにあたって、まず普及活動の一連のサイクルである

計画、実施・モニタリング、データ記録管理と共有、フィードバックや報告に関して、
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現状分析を普及員や県の農業担当官ら関係者間で行い、なかでも緊急に改善が必要な

課題の絞り込みと、現行の県や郡の政策や活動と乖離せずにプロジェクトで何に取り

組めるかを特定することが不可欠である。取り組むべき課題を基に、普及体制の強化

を具体的に測る「自己評価シート」と「能力評点シート」の開発を行うことが期待さ

れる。なお、農業省の農業局で普及を評価する同様の制度を導入したことから、これ

ら既存の評価制度をよく検証し、活用できるものは使い、修正が必要であれば改定す

ることを提言する。 
・ プロジェクトの調整会議は年 2 回と規定されたが、県知事のスケジュール調整が困難

なことから年 1 回しか開催されていないため、正式に変更することを提言する。 
・ 残りの期間で確実に成果とプロジェクト目標を達成するために、上位目標への波及効

果を見据えて、戦略的な計画を策定することを提言する。とりわけ、「試験研究アウト

リーチプログラム」のガイドライン作成や、プロジェクト活動の郡と県の年間計画へ

の取り込み、2 県のモデル郡とモデル郡以外の地域へのプロジェクトの効果の拡大、東

部地域への波及効果発現に関する戦略的計画を作成することが重要である。 
 

(3) ブータン関係省庁に対する提言 
・ プロジェクトの効率性を高めるためにも、車両や機材の購入に必要な行政手続きを速

やかに行うことや、試験場の圃場で働く作業員の人件費など必要経費の予算措置を十

分行うことなど、可能な限りの改善策を講じることを提言する。 
 

(4) プロジェクトを含めブータン、日本の双方関係者に対する提言 
・ 食糧増産援助（2nd Kennedy Round：2KR）や、農業機械分野で派遣されている個別専

門家、園芸作物などの農業分野で派遣されている青年海外協力隊等、農業分野の他の

協力との連携を効果的に行うことを提言する。プロジェクトの相乗効果を高めるうえ

でも、こうした試みが重要である。 
 
３－７ 教訓 

・ 試験研究と普及、農家の密接な連携・協調は、効果的な農業普及に不可欠なアプローチ

である。 
・ プロジェクト関係者間におけるプロジェクト概念やプロジェクト目標の共通理解の形成

は、プロジェクト運営を円滑に行ううえで必須である。 
 

 
 
 



ix 

評価調査結果要約表（終了時評価） 
１．案件の概要 

国名：ブータン王国 案件名：東部 2 県農業生産技術開発・普及支援計画 

分野：農業生産技術開発・普及 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部水田地帯グループ 
水田地帯第三課 

協力金額：4.9 億円 

先方関係機関：農業省、東部農業試験場

（RNRRC-East）、モンガル県、ルンツェ県、財務省 

協力期間 
2004 年 6 月 15 日 
～2009 年 6 月 14 日 

日本側協力機関：JICA 直営 

他の関連機関：特になし 

１－１ 協力の背景と概要 

ブータン王国（以下、「ブータン」と記す）政府は貧困削減を国家計画の重要課題として位置

づけてきた経緯があり、第 10 次国家 5 カ年計画（2008～2013 年）でも、貧困率を 23.2％（2007
年）から 15％に引き下げることが上位目標として定められている。この目標達成への戦略とし

て「農村・都市総合開発による貧困削減」が重点課題の 1 つとして位置づけられている。ブー

タンでは貧困層の 97％が農村部に居住しており、その半数が東部地域に居住している（西部

18.7％、中央 29.5％、東部 48.8％）。 
ブータン政府は地域格差の是正に向けて、これまでもわが国に対して東部地域の農業開発協

力を要請しており、JICA は個別専門家「農村農業総合開発」（2000～2004 年）、開発調査「地

域農業・農道開発計画調査」（2002～2003 年）を実施してきた経緯がある。特に、個別専門家

による農業省東部農業試験場（Renewable Natural Resource Research Centre East：RNRRC-East）
に対する 4 年間の技術指導では、同試験場による近代農業技術開発に着手し始めている。更に、

ブータンでは試験研究技術を農家レベルに普及する役割は県の農村開発部が担っているが、試

験研究を所管する RNRRC-East と普及を担う県農村開発部間の連携は不足している。郡の普及

支所で普及を担う普及員の技術や計画能力は低く、加えて急峻な地形によるアクセス事情の悪

さもあり、ブータンの普及体制は極めて脆弱で、試験研究成果が農民レベルまで普及するには

不十分な状況が続いていた。こうしたなか、ブータン政府から RNRRC-East の技術開発能力の

向上、普及体制の強化、農家・試験研究・普及間の連携強化を図るための技術協力プロジェク

トが要請された。 
これを受け、JICA は基礎調査（2003 年）及び事前評価調査（2003 年 12 月と 2004 年 4 月の

2 回）を実施し、ルンツェ県及びモンガル県の 2 県を対象とした「東部 2 県農業生産技術開発・

普及支援計画」（以下、「本プロジェクト」）プロジェクトの基本的枠組みについてブータン側と

合意し、2004 年 6 月に R/D の署名交換が行われ、5 年間の計画でプロジェクトが開始された。

その後、2004 年 12 月に運営指導調査、2007 年 1 月に中間評価調査が実施されて現在に至る。 
 
１－２ 協力内容 

本プロジェクトでは、農業生産技術の試験研究・開発と普及活動の相互の連携を通じて、農

業普及の仕組みが改善されることを目的に、プロジェクトの実施機関である RNRRC-East と、

同試験場が管轄する東部 6県のうちモンガル県とルンツェ県の 2県を対象に協力を行っている。

具体的には、2 県の農村開発部や郡の普及員と連携・協力しながら、RNRRC-East で地域の特性

を生かした農業生産技術の試験研究と開発を行い、2 県のなかでモデル郡として位置づけられ

た 4 郡の農家を対象に、同試験場で開発された栽培技術及び営農方法等の移転・普及を進めて

いる。 
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(1) 上位目標 
東部地域の農業生産性を向上させる技術の選択肢が増え、同地域で採用される。 

 
(2) プロジェクト目標 

試験研究と普及活動の連携が図られ、農業普及の仕組みが改善される。 
 

(3) アウトプット 
1) 普及を目的とした農業技術の選択肢が東部農業試験場によって開発される。 
2) よりよい技術サービスのための普及体制が 2 県で強化される。 
3) 農家と試験研究、普及間の連携に関する試験的取り組みを通じて、4 つのモデル郡の

農家の技術能力が向上する。 
 

(4) 投入 
＜日本側＞ 

専門家派遣  ：長期 3 名、短期 4 名  合計 184.5 人/月 
C/P 本邦研修 ：合計 38 名 （受入れ期間：累計 78 カ月） 
機材供与 ：合計 1,746 万 7,118 ニュルタム （約 35 万米ドル） 

  車両 3 台、農業機械、試験研究資機材等 
ローカルコスト負担 ：合計 1,804 万 3,677 ニュルタム （約 36 万米ドル） 

＜ブータン側＞ 
C/P 配置 ：研究員、県農村開発部担当、普及員等、延べ 51 名、現在 29 名 
施設・設備 ：専門家用執務室、土地、施設の提供 
ローカルコスト ：合計 3,146 万ニュルタム（約 63 万米ドル） 

２．評価調査団の概要 

調査者 担当分野 氏  名 所  属 

総括 
 
計画管理 
      

評価分析  

伊藤 耕三 
 
佐伯 風土 
 
高橋 佳子 

JICA 農村開発部 水田地帯グループ 
水田地帯第三課長 
JICA 農村開発部 水田地帯グループ 
水田地帯第三課職員 
有限会社 Y's コンサルティングオフィス 

調査期間 2009 年 2 月 22 日～3 月 12 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認  

(1) アウトプットの達成度 
成果 1：普及を目的とした農業技術の選択肢が東部農業試験場（RNRRC-East）によって開

発される。 
RNRRC-East は、本プロジェクトの成果として複数の改良品種（稲 1 種、野菜 3 種、

果樹 3 種）を推奨し、普及活動や普及教材を通じて農家などに紹介した。また、プロジ

ェクトで作成した稲栽培マニュアルは全国 206 郡に配布済みであり、園芸作物の技術マ

ニュアル 3 種も案件終了時までに完成見込みである。更に、これまでに 21 種の普及教材

が C/P の参画をもって作成され、全国 206 郡に配布された。 
成果 2：よりよい技術サービスのための普及体制が 2 県で強化される。 

モデル郡の普及員は、プロジェクトを通じた能力向上を感じていたが、全普及員の能
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力向上に関する客観的評価結果は今次調査では入手できなかった。 
なお、普及員向け研修は、毎年テーマを変えて実施され、2005 年（果樹栽培管理）と

2006 年（夏期野菜）の研修には対象普及員 24 名のうちほぼ全員が参加した。他方、2004
年（普及）と 2008 年（稲栽培）の参加率は約 5 割、2007 年には研修自体が未実施であ

ったため、全普及員が毎年 1 回の研修を受けるという指標は達成されていない。また、

中間評価時に提言された「自己評価シート」及び「自己評価データ」に関し、プロジェ

クトで導入しようと試みた能力判定の評価手法（Position Classification System：PCS、職

階制）が本案件にそぐわず、結局実施されなかった。そのため、現時点で、普及員の普

及計画管理能力の自己評価を行う手法は確立されていない。ただし、一部の普及員から

は、PCM 研修により普及の計画策定及び実施能力が、本邦研修により他の普及員への指

導能力が向上したとの意見が聞かれた。 
成果 3： 農家と試験研究、普及間の連携に関する試験的取り組みを通じて、4 つのモデル

郡の農家の技術能力が向上する。 
農家と試験研究、普及間連携に関し、モデル郡農家のほとんどが、特に展示圃場につ

いて、新しい発想と技術を容易に学べる情報源として役立つと評価していた。農家の研

修等への参加率は、目標値を下回ったが〔研修：目標値 40％に対し参加率 35％、研修以

外の現場活動（フィールドディ、品評会、農家グループ支援、圃場デモンストレーショ

ン、スタディツアーなど）：目標値 45％に対し参加率 25％〕、プロジェクトで奨励した品

種及び技術の認識は 88％と目標（50％）を大きく超えた。また、聞き取りを行った農家

のほとんどから、プロジェクトを通じて技術を習得し、能力が向上したとの意見が聞か

れた。 
 

(2) プロジェクト目標の達成度 
プロジェクト達成度について、C/P への技術移転が進みつつあること（成果 1）、県農業

担当官や普及員の計画管理能力や技術が向上していること（成果 2）、モデル郡農家が奨励

品種や改良技術を採用していること（成果 3）にかんがみ、残り協力期間における活動の

継続によりプロジェクト終了までに一定程度のプロジェクト目標の達成が可能であると予

測される。 
設定された 3 つの指標のうち、指標 1「新技術を採用する農家数が 30％増加する」に関

しては、2004 年との比較で、コメは 3％、野菜は平均 7.8％、果樹は平均 28％の農家数の

増加にとどまることが確認された。なお、キャベツなどは改良品種を既に採用している農

家が多く、変化はマイナスとなる一方、プロジェクト実施前に改良品種がなかったカキは

採用率 92％と非常に高くなっており、本来であれば、作物・品種ごとに目標値が設定され

るべきであった。 
指標 2「ワーキンググループ会議（各県レベルの会議）で承認された試験研究と普及の

共同活動のうち、80％が効果的に実施される」に関し、「効果的に」の基準が明確ではなく、

単純な活動数を基に評価を行った。終了時評価時点までに共同活動 147 件が承認され、う

ち 81 件が実施されたが、実施率が 55％と低い理由は、初年度（2005 年）の実施率が 26％
にとどまったことが挙げられ（2006 年以降は約 70％）、その要因は、予算制約や選挙や地

勢調査等に C/P が駆り出されるなど、外的要因が大きかった。 
指標 3「農家と普及、試験研究の連携強化がモデル概念として、プロジェクト期間中に

開発され、文書化される」に関しては、「リサーチ・アウトリーチプログラム」が開発され、

プロジェクト活動を通じて改良された。ただし、同概念の文書化は、評価時点では完了し

ておらず、ドラフト段階であることが確認された。 
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(3) 上位目標の達成度 
上位目標の指標に対して、プロジェクトでは、モデル郡 4 郡とその近隣郡 2 郡のデータ

しか収集しておらず、これらの数値から東部地域全体（6 県）を対象とした上位目標の達

成見込みを判断するのは困難であり、現時点では時期尚早といえる。上位目標達成にむけ

て、ブータン側による東部地域全体に、どのようにしてプロジェクトの成果を普及させる

のか、戦略の検討と戦略の計画的実施が必要である。 
 
３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 
妥当性は高い。 
本プロジェクトは、ブータン国第 10 次 5 カ年開発計画（2008～2013 年）で示す「農村・

都市総合開発による貧困削減」、及び日本の対ブータン支援で示す農業の近代化に合致して

おり、政策・援助方針との整合性は高い。また、園芸作物振興の効果的なアプローチを求

める農業省、RNRRC-East、普及員のニーズ、換金作物として期待できる野菜や果樹の導入

へ高い関心をもつ農民のニーズとも整合している。更に、実施機関である RNRRC-East は、

充実した圃場研修を実施できるだけのインフラを有する、東部地域で唯一の機関であり、

C/P 選定は適切であったと評価できる。 
 

(2) 有効性 
本プロジェクトの有効性はやや低い。プロジェクト目標の達成度について、試験研究と

普及、農家の連携をモデル概念として「試験研究アウトリーチプログラム」に取りまとめ

ていることから、プロジェクト目標である「試験研究と普及活動の連携が図られ、農業普

及の仕組みが改善される」ことはある程度見込まれる。しかし、設定された 3 つのプロジ

ェクト目標指標のうち、「新技術を採用する農家数が 30％増加する（指標 1）」及び「各県

レベルで承認される試験研究と普及の共同活動のうち、80％が効果的に実施される（指標

2）」については、いずれも達成のめどは低い。これは、個々の活動を通じたアウトプット

とプロジェクト目標指標との間に、論理的な飛躍があったことなどが主因である。 
具体的には、指標 1 の目標値は、コメ、野菜、果樹という異なる 3 つのカテゴリー（更

には各カテゴリーの作物ごと）に異なる指標を与えるべきところ、一律 30％という指標を

与えたために目標達成が困難となった。また、指標 2 については、初年度の実施率が 26％
と極めて低かったことや、ブータン側の予算配分上の問題などプロジェクトの外的要因に

伴う、負の影響が認められる。 
 

(3) 効率性 
本プロジェクトの効率性はやや低い。3 つの成果のうち、成果 3 については、対象農家

の改良品種や技術への認識が高まり、プロジェクトが実施した展示圃場での研修などによ

り確実に能力が向上している。成果 1 の技術開発についても、多くの投入を行い（長期専

門家 2 名、短期 3 名、試験場の C/P 配置数は 5 年間で延べ 25 名、試験研究用機材、本邦研

修 19 名など）、ほぼ目標値を達成しつつある。他方で、成果 2 の普及体制の強化に係る達

成度は低く、投入もそのカバーする範囲が 2 県全体と広いにもかかわらず小さい（長期専

門家は業務調整との兼任で普及業務に 0.5 名、普及員対象の研修は 5 回実施で出席率 60％、

本邦研修には 24 名中 11 名が参加）。また、計画にない農村開発、農民支援的な活動も実施

されていた。 
 



xiii 

(4) インパクト 
インパクトは、現時点の判断は尚早である。上位目標の達成見込みについて、プロジェ

クト成果の東部地域への貢献は見込めるものの、東部地域 6 県のうちプロジェクトを実施

したのはわずか 2県で、そのうちモデル 4郡と近隣 2郡のみで収穫量が増加した（コメ 12％、

野菜平均 8.5％）にすぎない現状から、東部地域全体の目標値が達成できる見込みを判断す

るのはいまだ困難である。上位目標達成のためには、ブータン側のプロジェクトの成果を

東部地域全体へ普及させる戦略が必要である。 
 

(5) 持続性 
持続性は、中程度である。政策面に関しては、ブータン国国家普及政策（改定案）でも、

普及員が単なる伝達者から専門分野のサービス提供者へと役割を変える方向性が示されて

おり、プロジェクトの移転技術が普及員によって農家へと普及される環境が政策的に整い

つつある。また、技術面に関し、実施機関である RNRRC-East の C/P の能力向上は着実に

行われており、現時点で大きな問題はない。しかし、組織・制度面では、試験研究と農業

普及が異なる部局で実施されており、今後、実施機関がどのように県行政をリードして普

及部門にかかわり、モデル郡以外の普及員の能力向上を図るかが重要となる。現段階では、

これらの方策が必ずしも明確ではないため、本プロジェクトの持続性を高めるためには、

残されたプロジェクト期間でこれらの課題を明確にしていく必要がある。また、財政面に

関しては、郡の予算配分の優先度などで、普及員が計画した活動の 5 割程度しか実施でき

なかったプロジェクト期間中の実績から、県農村開発部や農業省から普及員の活動への財

政的支援が必要である。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 
本プロジェクトは、計画段階から農業省、RNRRC-East、東部 2 県の農村開発部、4 つの

モデル郡の普及員に加え、本プロジェクトの長期専門家候補者であった 2 名の専門家の参

画も得て策定された。このことはプロジェクトで掲げる試験研究、普及、農家の連携強化

概念を関係者間に浸透させ、プロジェクトに対する主体性を醸成する一因となっている。 
 

(2) 実施プロセスに関すること 
プロジェクト開始前の 2000 年から 2004 年の 4 年間にわたる個別専門家の技術開発指導

があり、この延長で引き続き技術協力プロジェクトが実施されたため、良好な人間関係及

び職場環境が形成され、C/P も一定の技術力を有していたことが挙げられる。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 
専門家の投入計画のうち、2 県 24 郡をカバーすべき普及専門家が、業務調整と兼任で派

遣されたことは、計画上の投入量（人/月）及び機動性の観点からも適切性に欠けるもので

あった。また、「３－２ (3) 効率性」の項で指摘したとおり、プロジェクトが実施してい

る活動のなかには、計画にないアドホックな活動が含まれていたが、目標達成に必要な活

動であれば速やかに計画に追加するか、必要ではない活動であれば、実施に関して十分な

合意形成を図る必要があった。 
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(2) 実施プロセスに関すること 
特になし。 

 
３－５ 結論 

C/P、県農業担当官、モデル郡の普及員の能力向上がみられ、モデル郡農家が奨励品種や改良

技術を採用し、収穫量増加を達成していることから、残りの協力期間における活動の継続によ

り、プロジェクト終了までに一定程度のプロジェクト目標の達成が可能であると予測される。

そのため、本プロジェクトは予定どおり、2009 年 6 月をもって終了することとする。 
 
３－６ 提言 

 以下のように、プロジェクト期間中、つまりプロジェクトの終了時までに対応すべき事項、

プロジェクト終了後以降に対応すべき事項に分けて、プロジェクト及びブータン側に対して提

言を行った。 
 

(1) プロジェクト終了までにおける提言 
1) 本プロジェクトを通じた、技術移転と農道・灌漑施設のようなインフラ整備との一体

的サポートは、裨益者である農民に感謝されている。今後、普及員が個別技術の普及活

動を実施する際には、同様にソフトとハードとのパッケージ支援が農家のために開発さ

れること。 
2) 農家の要望の増加により、モデル郡以外でもプロジェクトが進められており、これら

の郡や県に対しても、モデル郡のプロジェクトの教訓や経験を今後も共有・活用するこ

と。 
3) 本邦研修を通じて、長期的な農業普及のための計画策定や実施、管理手法、PCM 等を

習得した普及員や県農業担当官が存在するため、彼らが農業普及のための計画立案を継

続的に改良しつつ実施すること。また、同計画立案の手法を他の普及員に伝えること。 
4) プロジェクト活動に触れる機会が少なかった、モデル郡以外の普及員の能力強化に特

に力を入れること。 
5) プロジェクト内の内部ミーティングを、プロジェクト自身としての定期モニタリング

会議として機能させること。また、JICA ブータン駐在員事務所、JICA 本部とも PDM 及

び PO の達成度をモニタリングする観点から、プロジェクトの進捗報告を確認すること。 
 

(2) プロジェクト終了後における提言 
1) ブータンの上位計画に沿って、農家の食料自給と換金作物による生計向上のバランス

について十分な検討と分析を行い、それを考慮した農業開発プロジェクトを行うこと。 
2) 農家、普及員、研究者のつながりを強化すること。それにより、農家から普及員及び

試験研究へのフィードバック体制の強化につなげること。 
3) 改良技術と農家へ技術を伝えるための普及手法に関し、普及員等の普及に携わる人の

能力強化を RNRRC が継続的に責任をもって行うこと。 
4) 既に対象 2 県において、他農家へ指導を始める農家も出てきていることから、これら

農家を村落農業技術者として認め、そのうえで農家間普及を通じた情報の共有化を図る

こと。 
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３－７ 教訓 

(1) プロジェクト実施にあたり、普及と研究の連携が強かったものの、普及員は県行政の管

理下にあるため、円滑な普及活動を行うために県と中央の連絡調整を行う機関の設置が望

まれる。 
 

(2) 研究及び普及双方の戦略の礎とする目的において、農家のニーズ調査が実施されるべき

である。その結果は、研究者が導入すべき新品種や技術の選択の有効性を判断する際の基

準を与えるものとなる。 
 

 
 
 
 



  
 
 
 
 
 
 
 

I 中間評価調査 
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第１章 中間評価の概要 
 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ブータン王国（以下、「ブータン」と記す）の農業セクターは、GDP の 34％、就業人口の 79％
を占めており、農業開発は、第 9 次国家 5 カ年計画（2002～2007 年）においても最重要課題の 1
つと位置づけられている。ブータン政府は西部地域の農業協力（1964 年から専門家派遣を中心と

した協力を実施）で高い実績を有するわが国に対し、西部に比べて開発が遅れ、同国の貧困層の

約 75％が居住する東部地域の農業開発協力を要請してきた。これに対して JICA は、個別専門家

派遣「農村農業総合開発」（2000 年 3 月～2004 年 3 月）、開発調査「地域農業・農道開発計画調査」

（2002 年 4 月～2003 年 3 月）を実施してきたが、特に前者による農業省東部農業試験場（Renewable 
Natural Resource Research Centre East：RNRRC-East）に対する 4 年間の技術指導により、同試験場

の農業生産に関する試験研究・技術の基盤が整備された。しかし、農家への技術普及については、

県の管轄下にある各郡の普及センターに配置されている普及員の技術不足や普及体制の不備、試

験研究と普及の連携不足、更に急峻な地形によるアクセス事情の悪さなどから、不十分な状況に

あった。 
こうしたなか、ブータン政府は、東部地域における農業開発技術の普及を通じた農村所得の向

上・貧困削減を上位目標として、RNRRC-East の技術水準の向上と研究・普及体制の強化を図る

ための技術協力プロジェクトを要請した。これに対して JICA は、2003 年 2 月に基礎調査、同年

12 月に第 1 次事前評価調査、2004 年 4 月に第 2 次事前評価調査を実施し、プロジェクト名を「東

部 2 県農業生産技術開発・普及支援計画」（以下、「本プロジェクト」）とすることを含めてプロジ

ェクトの基本的枠組みについてブータン側と合意し、同年 6 月に R/D の署名交換を行った。 
以上の背景から、本プロジェクトは、RNRRC-East、ルンツェ県及びモンガル県をカウンターパ

ート（Counterpart：C/P）機関として 2004 年 6 月から 5 年間の予定で実施されているところであ

るが、2007 年 1 月現在、3 名の長期専門家（チーフアドバイザー/園芸作物栽培技術、稲栽培技術、

業務調整/普及）が赴任中である。 
今回の中間評価調査は、プロジェクトが折り返し地点を迎えたことにより実施するもので、こ

れまでの実績と計画達成度を 2004 年 12 月の運営指導調査時に署名交換したプロジェクト・デザ

イン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）及び活動計画（Plan of Operations：PO）等に

基づき、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）に沿って日本・ブータン

国側双方で総合的に調査、評価するとともに、プロジェクト後半の活動計画について今後の協力

の枠組みも含め協議し、必要に応じて計画の修正を行うことを目的とする。 
  

１－２ 団員構成 

日本側 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 友部 秀器 JICA 農村開発部第一グループ長 

計画管理 遠山 峰司 JICA 農村開発部第一グループ水田地帯第三チーム主任 

評価分析 島田 俊子 アイ・シー・ネット株式会社 
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ブータン側 

Mr. B. N. Battarai（総括） Chief Agriculture Officer, Department of Agriculture, Ministry of 
Agriculture 

Mr. Karma Dorji Senior Research Officer, Council for RNR Research of Bhutan, 
Ministry of Agriculture 

Mr. Rinzin Dorji Planning Officer, Policy and Planning Division, 
Ministry of Agriculture 

 
１－３ 調査日程 

現地調査は 2007 年 1 月 6 日から 26 日までの期間で実施された。調査日程の概要は、以下のと

おりである。 

No. 日 付 曜

日 
行 程 

評価分析 総括・計画管理 
1 1 月 6 日 土 成田→バンコク  

2 1 月 7 日 日 バンコク→パロ          

移動：パロ→ティンプー 
 

3 1 月 8 日 月 JICA ブータン駐在員事務所訪問 
農業省打合せ（評価方法説明、ブータ

ン側評価委員確認、行程打合せ等） 

 

4 1 月 9 日 火 移動：ティンプー→ジャカール  
5 1 月 10 日 水 移動： 

ジャカール→リミタン→モンガル 
東部農業試験場打合せ 

                  

6 1 月 11 日 木 関係者協議 
サイト調査 

 

7 1 月 12 日 金 移動：モンガル→ルンツェ 
関係者協議 
サイト調査 

                  

8 1 月 13 日 土 サイト調査 
移動：ルンツェ→モンガル 

 

9 1 月 14 日 日 サイト調査 成田→バンコク 

10 1 月 15 日 月 サイト調査 バンコク→パロ  
農業機械化センター訪問 
（櫻井専門家） 
移動：パロ→ティンプー 

11 1 月 16 日 火 質問票回答等分析整理 事務所打合せ 
財務省表敬 
農業省表敬 

12 1 月 17 日 水 質問票分析整理          移動：ティンプー→トンサ 
13 1 月 18 日 木 質問票分析整理 

団内打合せ 
移動：トンサ→リミタン→モンガル 
団内打合せ 
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14 1 月 19 日 金 合同評価会準備 ルンツェ県知事表敬 
サイト調査 
モンガル県知事表敬 

15 1 月 20 日 土 合同評価会 
16 1 月 21 日 日 移動：モンガル→トンサ 
17 1 月 22 日 月 移動：トンサ→ティンプー 
18 1 月 23 日 火 農業省との合同評価レポート案/ミニッツ案協議 

19 1 月 24 日 水 合同調整委員会（合同評価レポート/ミニッツ署名） 
事務所報告 

20 1 月 25 日 木 パロ→バンコク 
評価分析・計画管理 バンコク発 
総括 バンコク泊 

21 1 月 26 日 金 評価分析・計画管理 成田着 
総括 バンコク→ジャカルタ 

 
１－４ 主要面談者 

(1) Ministry of Agriculture 
Mr. Sangay Thinley Secretary 
Mr. Sherub Gyaltshen Director General, Department of Agriculture 
Mr. Pema Chephyel Director, Council for RNR Research  
Mr. Tayau Raj Gurung Program Director, RNR Research Centre Wengkar 

 
(2) Luhuntse Dzongdag 

Tshewang Norbu Governor 
 

(3) プロジェクト専門家 
冨安 裕一 チーフアドバイザー/園芸作物栽培技術 
田中 豊三 稲作栽培技術 
吉澤 靖子 普及/業務調整 

 
(4) JICA ブータン駐在員事務所 

矢部 哲雄 首席駐在員 
宮田 真弓 企画調査員 
首藤 めぐみ 企画調査員 

 
１－５ 評価方法 

１－５－１ 調査方法 
本調査は、「改訂版 JICA 事業評価ガイドライン」に沿い、プロジェクト・サイクル・マネジ

メント（Project Cycle Management：PCM）手法で用いられるプロジェクト・デザイン・マトリ

ックス（Project Design Matrix：PDM）を活用した調査方法に基づき行われた。 
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(1) 評価デザインの作成 
PDM に記載されている内容（目標値、指標、指標入手手段）を活用して、評価デザイン

の検討を行い、評価グリッドを作成した。 
 

(2) 関連資料のレビュー 
本プロジェクトに関する過去の報告書である第 1 次・第 2 次事前調査団報告書や、討議

議事録（Record of Discussions：R/D）、運営指導調査報告書、実施運営総括表、プロジェク

ト側から提出された活動実績表、短期専門家の業務完了報告書、その他プロジェクト活動

に関する報告書・資料をレビューして、プロジェクトの実績や実施プロセス、プロジェク

トをとりまく外部環境を確認した。 
 

(3) PDM の検証 
中間評価を行うにあたり、2004 年の実施協議調査時に作成された PDM Ver.1 から運営指

導調査時に修正された PDM Ver.2 への変更経緯や変更点を確認した。概要は以下のとおり

である。 
 

 作成日 変更経緯と変更点 

1 2004 年 7 月 16 日（実施協議調査） 

2 
2004 年 12 月 

（運営指導調査） 

・ 上位目標指標 2「園芸作物の輸出に占める東部地域の割合が 30％増加す

る」が入手困難で東部地域以外の地域の動向に左右されるという理由か

ら、「東部地域における主要な園芸作物の生産量が X％増加する」に変

更。具体的な目標数値は中間評価時に設定する1。 
・ 上位目標指標 3「国内穀物生産に占める東部地域の割合が 10％増加す

る」も上記と同じ理由から、「東部地域におけるコメの生産量が X％増

加する」に変更。 
・ プロジェクト目標指標 1 で、具体的な増加量が明確でなかったことか

ら、「開発・普及された技術を採用する農家の数が、4 つのモデル郡と

近隣郡で X％増加する」に変更。 
・ プロジェクト目標指標 2 も上記指標 1 と同じ理由から、「会議や現地踏

査など試験研究と普及の共同活動の数が、X％増加する」と変更。 
・ 成果 2 の指標は、研修を受けた人数と研修の内容の種類に分かれていた

2 つの指標を 1 つにまとめ、また増加量を示して、「すべての普及員が

それぞれ少なくとも 1 年に 1 回以上研修を受ける」と修正。 
・ 成果 3 の指標のうち、研修を受けた農家数、技術研修やトピック数を示

す指標は上記成果 2 と同じ理由から、「モデル郡の成人農民（男女）の

X％が少なくとも 1 年に 1 回は研修を受ける」に変更。 
・ 成果 3 の指標は、プロジェクトが普及した技術に関する農家の知識、態

度、実践に関して、複雑すぎるということと増加量がわからないという

ことで、「普及員や村民によって先進的な取り組みをしていると評価さ

れる農民の数が X％増加する」と「モデル郡の農家の X％が圃場での研

修や展示などのプロジェクト活動へ自主的に参加する」の 2 つの指標に

分けて設定。 
出所：実施協議議事録、運営指導調査報告書 
                                                        
1 英文表記 PDM の脚注には、中間評価時までに X％となっている目標値すべての設定と「主要な園芸作物」の内容を特定す

ると示されている。 
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PDM Ver.2 の内容については、目標値を設定しなければいけない個所に加え、いくつか

の改善すべき点が見受けられたため、プロジェクトの日本人専門家と C/P らとの協議を基

に、合同評価調査団で PDM の修正を行った。修正する際の協議結果や修正点は後述する

（「１－５－４ PDM に関する協議」）。 
 

(4) プロジェクト関係者への質問票配付 
現地調査前に、技術移転の進捗状況や成果、プロジェクト目標、上位目標の達成状況、

投入の量や質とタイミング、実施プロセスなどに関する質問票を作成し、日本人長期専門

家 3 名全員とブータン側 C/P に配付した。現地調査開始時に、日本人専門家 3 名、C/P 26
名から質問票を回収して分析した。 

 
(5) プロジェクト関係者へのインタビュー 

活動実績の確認と上記質問票の回答を基に、技術移転の効果や実施プロセス、プロジェ

クトの効果、モデル概念などに関する補足情報を収集するため、プロジェクト関係者に対

する個別インタビューを行った。対象は日本人長期専門家 3 名と、C/P 17 名（農業省 RNR
局 1 名、東部農業試験場・支場 8 名、県農業担当官 2 名、副担当官 2 名、モデル郡普及員

4 名）で、それぞれ 30～40 分間程度で行った。 
 

(6) 農家へのインタビューと現場視察 
4 つのモデル郡内の合計 7 カ所で、活動の対象となっている個人農家や農家グループに

対して、フォーカス・グループ・ディスカッション形式でインタビューを行った。インタ

ビュー時には、農家の圃場を視察し、プロジェクトが普及に力を入れている優良品種の冬

野菜の栽培や、研修で農家に技術移転された高接した果樹などを見学した。 
 

 場 所 インタビュー対象農家数 主な活動 

1 モンガル県モンガル郡ホスロン  グループ農家（男性 5 名、女性 4 名） 野菜、換金作物 

2 モンガル県モンガル郡テムナンビ グループ農家（男性 10 名） 野菜、換金作物 

3 ルンツェ県メンビ郡タキラ 個人農家（男性 1 名、女性 5 名） 稲展示栽培 

4 ルンツェ県メンビ郡タンマチュ 個人農家（男性 3 名、女性 4 名） 稲展示栽培 

5 ルンツェ県ミンジ郡 個人農家（男性 1 名、女性 3 名） 稲展示栽培、 
柑橘果樹 

6 モンガル県サリン郡ディダンビ グループ農家（男性 3 名、女性 3 名）

＋女性議員 1 名 
野菜、落葉果樹 

7 モンガル県サリン郡マサンダザ グループ農家（男性 2 名、女性 5 名） 野菜 

 
１－５－２ 主な調査項目 

調査項目は、プロジェクトの実績の確認、実施プロセスの把握、評価 5 項目の観点による評

価に分けられる。詳細は、（付属資料 2  中間評価調査での評価グリッドを参照）のこと。 
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(1) プロジェクトの実績の確認 
作成した評価グリッドを基に、プロジェクトの投入実績、成果とプロジェクト目標の達

成度について確認した。 
 

(2) 実施プロセスの把握 
プロジェクトの実施プロセスを把握した。主な調査項目は、プロジェクト運営と活動の

進捗状況、モニタリングの実施状況、関係者間のコミュニケーション、技術（技能）移転

の手法、受益者のかかわり方、実施機関の主体性（オーナーシップ）である。 
 

(3) 評価 5 項目に基づく評価 
評価 5 項目、すなわち妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性の観点からプロジ

ェクトを、評価グリッドに沿って評価した。各評価項目の視点を下に示す。なお、プロジ

ェクトの折り返し地点である中間評価では、特に妥当性と効率性を重視し現状と実績に基

づいて評価する。有効性とインパクトは効果が発現しているものについて評価し、持続性

については、予測や見込みについて検証することにとどめる。 
 

妥当性 プロジェクト目標、上位目標がプロジェクトの対象グループのニーズ、相手国側の

政策、日本の援助政策との整合性があるかなど、援助プロジェクトの正当性、必要

性を問う。 
有効性 プロジェクトの実施により、対象グループに便益がもたらされているかを検証し、

プロジェクトが有効であるかどうかを判断する。 
効率性 プロジェクトの資源の有効活用という観点から効率的であったかどうかを検証す

る。 
インパクト プロジェクトの実施によりもたらされる、より長期的、間接的な効果や波及効果を

みる。 
持続性 援助の終了後、プロジェクトで発現した効果が持続するかを問う。 

 
１－５－３ 合同評価 

日本・ブータン国側双方 3 名からなる合同評価調査団を組織し、PDM の検証、実績の確認、

実施プロセスの把握、要因分析、評価 5 項目に基づく評価を「１－５－１」に示した方法を用

いて行った。現場視察後、評価結果に関して合同評価調査団内で協議し、プロジェクトの効果

を持続するのに必要な提言と、類似プロジェクトの実施に役立つ教訓を合同評価調査報告書に

取りまとめた（詳細は、付属資料 1  英文合同評価報告書を参照）。 
 

１－５－４ PDM に関する協議 
既述のとおり、PDM Ver.2 を検証したところ、指標が不明確で中間評価を行ううえで支障と

なる点があったことから、プロジェクトの日本人専門家と C/P らと協議を行った。これを踏ま

えて、合同評価調査団で PDM を修正し、この PDM Ver.3 を基に評価を行った。 
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修正前（Ver.2）と修正後 問題点・協議と修正のポイント 
【上位目標指標 1】 
モデル概念から抽出された教訓が、国

レベルの農業分野の試験研究と普及

戦略の向上のために活用される 
↓ 

【修正後】 
モデル概念から抽出された教訓が、東

部地域と国レベルの農業分野の試験

研究と普及戦略の向上のために活用

される 

・ 要約で「東部地域」と限定した記載であるのに対して、

指標が「国レベル」と記載するのは不釣合いな印象を受

ける。 
・ 協議の結果、「東部地域」を明記する必要性は合意した。

「国レベル」について、RNRRC-East は国の園芸作物の

試験研究分野で指導的役割を果たすことが求められて

おり、またプロジェクトの効果は東部地域にとどまら

ず、国レベルの政策にも反映させることが期待されてい

るため、残すことで一致した。 

【上位目標指標 2】 
東部地域における主要な園芸作物の

生産量が X％増加する  
↓ 

【修正後】 
東部地域における園芸作物の生産量

が 15％増加する 

・ 目標値 X％と「主要な園芸作物」が何かを特定する必要

がある。 
・ 協議の結果、プロジェクト終了後に園芸作物の奨励品種

が増える可能性もあるため、現時点から主要な園芸作物

を限定的に定義するより、「主要な」を削除し、園芸作

物とのみ記載したほうが現実的であると判断した。 
・ 目標値は、ベースライン調査のデータや関係者の現場経

験に基づき設定した。 
【上位目標指標 3】 
東部地域におけるコメの生産量が

X％増加する 
↓ 

【修正後】 
東部地域におけるコメの生産量が

10％増加する 

・ 目標値 X％を設置する必要がある。 
・ 目標値は、ベースライン調査のデータや関係者の現場経

験に基づき設定した。 

【プロジェクト目標】 
試験研究と普及活動の連携が図られ、

農業普及が促進される 
↓ 

【修正後】 
試験研究と普及活動の連携が図られ、

農業普及の仕組みが改善される 

・ （和文のみ修正）英文の“Technical delivery mechanism is 
improved”の部分が反映されるように変更した。  

【プロジェクト目標指標 1】 
プロジェクトで開発・普及された技術

を採用する農家の数が、4 つのモデル

郡と近隣郡で X％増加する 
↓ 

【修正後】 
プロジェクトで開発あるいは普及さ

れた品種や技術を採用する農家の数

が、4 つのモデル郡と近隣郡で 30％増

加する  

・ 目標値 X％を設置する必要がある。 
・ 協議の結果、目標値はベースライン調査のデータや関係

者の現場経験に基づき設定した。 
・ 完全に普及されたものだけでなく普及途中のものも含

まれる可能性があるので、「開発あるいは普及された」

と追記することで合意した。 
・ （和文のみ修正）現地で“technologies”は技術のみなら

ず品種も含んで使用されているため、和文でも明記する

ことにした。 
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【プロジェクト目標指標 2】 
会議や現地踏査など試験研究と普及

の共同活動の数が X％増加する 
↓ 

【修正後】 
ワーキンググループ会議で承認され

た試験研究と普及の共同活動のうち、

80％が効果的に実施される 

・ 目標値 X％を設置する必要がある。 
・ 協議の結果、目標値はベースライン調査のデータや関係

者の現場経験に基づき設定した。不可抗力で活動が実施

できない場合も考え 100％ではなく 80％となった。 
・ 共同活動の定義や測定方法を協議した結果、今後はワー

キンググループ会議で計画を話し合う際に共同活動を

特定し、半年後以降の同会議で実施されたか否かを確定

させる。 
【成果 3 指標 1】 
モデル郡の成人農民（男女）の X％が

少なくとも１回は研修を受ける 
↓ 

【修正後】 
4 つのモデル郡から無作為に選ばれた

農家 200 世帯のうち 40％がプロジェ

クトの実施する研修に参加する 

・ 目標値 X％を設置する必要がある。 
・ 協議の結果、目標値はベースライン調査のデータや関係

者の現場経験に基づき設定した。 
・ 「少なくとも 1 回研修を受けたかどうか」をどのように

測定するのか議論した結果、回数にこだわるよりも終了

時調査を活用してデータを把握することがより現実的

であるという判断から、左記のとおりになった。 

【成果 3 指標 2】 
普及員や村民によって先進的な取り

組みをしていると評価される農民の

数が X％増加する 
↓ 

【修正後】 
4 つのモデル郡から無作為に選ばれた

農家 200 世帯のうち 50％が奨励され

た品種や技術を認識する 
 

・ 目標値 X％を設置する必要がある。 
・ 協議の結果、目標値はベースライン調査のデータや関係

者の現場経験に基づき設定した。 
・ 「先進的な取り組みをしているかどうか」をどのように

評価するのか議論した結果、ベースライン調査でも同様

の項目を質問していることからも、終了時調査を活用し

て認識の度合いを把握したほうがより現実的であると

の判断から、左記のとおりになった。 

【成果 3 指標 3】 
モデル郡の農家の X％が圃場での研

修や展示などのプロジェクト活動へ

自主的に参加する 
↓ 

【修正後】 
4 つのモデル郡から無作為に選ばれた

農家 200 世帯のうち 45％が研修以外

のプロジェクトの現場活動（デモンス

トレーション、フィールドディ、品評

会など）に参加する 
 

・ 目標値 X％を設置する必要がある。 
・ 協議の結果、目標値はベースライン調査のデータや関係

者の現場経験に基づき設定した。 
・ 「自主的な参加かどうか」は現状に照らし合わせると、

判別しづらいため、議論した結果、終了時調査を活用し

て成果 3 指標 1 の研修以外の現場活動への参加の度合い

ならば測定でき、現実的であるとの判断から、左記のと

おりになった。 
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第２章 プロジェクトの実績と現状 
 
２－１ 実績と現状の総括 

  プロジェクトは、開始直後から中間評価時まで大半の活動をほぼ計画どおりに実施してきてい

る。プロジェクトの前半で、成果 1 の普及のための適切な農業技術や品種の開発は、さまざまな

試験研究や圃場での実践を通じて着実に行われている。成果 2 の普及体制の強化は、普及員の技

術・技能を強化する活動は実施されているものの、制度強化の点ではまだ成果が十分に発現して

いない。成果 3 の農家への技術移転は、現場レベルでの普及活動が始まり、先駆的な農家は確実

に優良品種の作物や栽培技術を導入し、生産高の増加や所得に占める農産物の販売割合の増加な

どプラスの効果も徐々にみられるようになっている。プロジェクトの後半では、活動の重点が試

験研究や開発から普及に移行されることに伴い、成果 2 と成果 3 が確実に達成され、最終的にプ

ロジェクト目標が達成されることが期待される。 
 
２－２ 投入実績 

プロジェクト開始以降、2007 年 1 月中間評価調査時までの日本側とブータン側の投入は以下の

とおりである。 
 

２－２－１ 日本側の投入 
(1) 専門家派遣 

これまで長期専門家は 3 名（チーフアドバイザー/園芸作物技術、稲作栽培技術、調整員/
普及）、短期専門家は 3 名（農村生活改善、農業基盤整備、稲病理）が派遣された。専門

家の人/月数は 96 人/月に達した。派遣時期については、（付属資料 1  合同評価報告書 Annex 
5）を参照。 

 
(2) 研修員受入れ 

研修員受入れは本邦での研修を実施、延べ 27 名の C/P が参加している。研修コース名

や研修員の名前、所属など詳細は、（付属資料 1  合同評価報告書 Annex 6）を参照。 
 

(3) 機材供与 
機材供与（携行機材を含む）は車両や農業試験研究に必要な機材、事務所管理に必要な

備品など、これまで 1,200 万ニュルタム（約 3,200 万円）が投入されている。詳細は、（付

属資料 1  合同評価報告書 Annex 8）を参照。 
 

(4) 現地活動費 
現地活動費は、東部農業試験場の研修棟の建設費や、ルンツェ県のモデル郡 2 郡の普及

支所・農道建設費、研修や会議などその他活動に必要な経費で、これまで 1,129 万ニュル

タム（約 3,000 万円）が投入されている。詳細は、（付属資料 1  合同評価報告書 Annex 7）
を参照。 
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２－２－２ ブータン側の投入 
(1) C/P の配置 

プロジェクトの C/P は、農業省 RNR 局（Council for RNR Research of Bhutan：CoRRB）2、

東部農業試験場（Renewable Natural Resource Research Centre-East：RNRRC-East）、地域試

験支場、ルンツェ県・モンガル県農村開発部の職員、モデル郡の普及員ら、延べ 41 名が

配置された。C/P の研修参加期間を除いた人/月数は、1,039 人/月にのぼる。詳細について

は、（付属資料 1  合同評価報告書 Annex 3）を参照。 
 

(2) 現地活動費 
ブータン側からは C/P の人件費や旅費、光熱費など現地活動費として、これまでに 1,509

万ニュルタム（約 4,100 万円）が投入された。詳細は、（付属資料 1  合同評価報告書 Annex 
4）を参照。 

 
(3) 土地・施設提供 

ブータン側は合意された討議議事録どおり、プロジェクト活動に必要な日本人専門家用

の執務室やその他土地・施設の提供を行っている。 
 
２－３ 活動実績 

 中間評価時点で確認できた成果ごとの活動実績を以下に述べる。 
成果 1：普及を目的とした適切な農業技術の選択肢が、東部農業試験場（RNRRC-East）によ

って開発される。 
RNRRC-East での稲作と園芸作物栽培の試験研究は、活動計画表（PO）に基づき専門家から C/P

への技術移転を通じて、順調に行われている。 
稲作栽培技術については、稲の試験研究を実施するのに必要な基本的な知識や手法を C/P に移

転することから始められ、栽植密度実験や窒素施肥試験、在来品種の形成調査試験と純化試験、

原種生産、採種生産に関する技術移転が進められている。なお、稲病害の分野では 2005 年に 1
カ月間派遣された短期専門家から C/P へ技術指導が行われた。 

園芸作物栽培技術は、適地適作と優良品種の導入に向けた試験研究が進められ、具体的には果樹

の育苗技術や液体管理技術、収穫技術、野菜栽培管理に関する技術移転が行われている。 
灌漑技術の改善に関しては、2004 年 11 月末から 3 カ月間派遣された短期専門家により、灌漑

施設整備地区の特定や灌漑計画の策定が行われた。しかし灌漑担当の主任 C/P が留学しプロジェ

クト開始後 2 年間不在であったため、その後のフォロー体制が不十分で活動全体に遅れが生じて

いる。今後、短期専門家が作成した灌漑計画の見直しも含め、同 C/P を中心に活動の遅れを取り

戻すため作業を開始する予定だという。 
3 年目から活動が開始される計画になっている土壌施肥管理技術の開発は、堆肥技術の改善が

予定どおり行われており、実験器具が調達され次第、土壌分析の活動を開始する予定である。 
普及教材の準備は、プロジェクト開始当初は普及担当の C/P が留学中で不在であったことや普

                                                        
2 2004 年に試験・普及局（Council of Research and Extension：CORE）から現在の名称〔正式名称は農業省 RNR 局（Council for 

RNR Research of Bhutan：CoRRB）に変更になり、普及分野は農業局が統括していくこととなった。プロジェクトでは農業省

RNR 局という名称を使用しているため、本報告書もこれを用いる。なお、ブータンでは「農業」に係る分野を“RNR（Renewable 
Natural Resource）”という言葉で表現する。 
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及担当専門家の派遣が 3 カ月遅れたことに起因して遅れがみられた。しかし、本調査時までに精

力的に各種の普及教材を作成し、RNRRC-East やモデル郡でフィールドディ3を 11 回実施するなど、

既に活動の遅れは解消され順調であることが確認できた。 
 

成果 2：よりよい技術サービスのための普及体制が 2 県で強化される。 
ルンツェ、モンガルの 2 県を対象にした普及体制強化のための活動は、普及員と農家への技術研

修は計画どおり実施されているが、普及制度に関する活動は計画に比べ遅れがみられる。 
試験研究、普及、農家を対象にベースライン調査が、2004 年 9 月から 11 月にかけて RNRRC-East

によりほぼ計画どおり実施された。モデル郡の体系的な情報管理については、モデル郡の概要を

紹介するプロファイルに関するデータは集められたものの、他の普及活動に忙殺され、既存の情報

管理の見直しや簡易な情報管理システムの立ち上げには至っていない。普及員を対象にした郡での

年間活動計画作成に関するワークショップも開催されていない。 
普及員の技術・技能向上ややる気を喚起するために計画された技術研修は予定どおり延べ 3 回

実施され、また普及員からの提案書による活動支援は、審査の結果、ヒラタケ栽培と改良種の稲

作が採用されルンツェ県のモデル郡内 3 カ所で実施されている。 
プロジェクト開始当初に作成された PO には記載がないが、現地適用化費で建設された以下 2

つが、プロジェクトにとって重要な活動として合同評価調査団によって確認された4。 
・ RNRRC-East 研修棟の建設（2005 年に竣工） 
・ 普及支所の建設（2005 年にルンツェ県の 2 つのモデル郡、メンビ郡とミンジ郡で竣工） 
 

成果 3： 農家と試験研究、普及間の連携に関する試験的な取り組みを通じて、4 つのモデル郡

の農家の技術能力が向上する。 
農家への技術指導は徐々に実施され、生活改善に関する補完的な活動もほぼ計画どおり行われ

ている。 
プロジェクト概念に関する啓発はプロジェクト開始後、モデル郡でのミーティングやプロジェ

クト調整会議5、ワーキンググループ会議6の形で行われた。農家グループの組織化や既存グルー

プの強化は、モデル郡の対象農家の社会状況や普及する作物の特性に合わせて進められている。

具体的には既存グループの活動の見直しや、ジャカイモの種芋購入支援、耕耘機使用方法の研修

支援などを複数のグループに対して行った。 
農家に対する技術研修や、農家に展示栽培を依頼するオンファームデモンストレーションは、

これまで前者が 7 回、後者が 8 回、モデル郡で予定どおり実施された。特にルンツェ県のモデル

郡では、2005 年にメンビ郡、2006 年にミンジ郡で稲栽培のデモンストレーションを展示圃場で行

い、大勢の農家や土地を提供した地元高校の生徒が移植作業に参加し大盛況であった。 
園芸作物については、農家グループを対象に冬野菜の共同苗畑の設置や展示栽培をモンガル県

のモンガル郡とサリン郡で行った。耕耘機用道路の延伸はこれまでモンガル県の 3 カ所で実施さ

れ、そのうちモンガル郡のホスロンでは農家グループが労務提供で工事に参加・協力した。プロ

                                                        
3 プロジェクトによると、展示物を実際に見学してもらう、味わってもらう活動を「フィールドディ」と呼び実技体験を伴う

ものを「デモンストレーション」と呼んでいる。 
4 日本人専門家によると、これら 2 つの活動はプロジェクト開始直後からブータン側から強い支援要請がなされていた。 
5 年に 1 度、対象全県の関係者が集い、全県での取り組みについてプロジェクトの主たる関係者全員で共有する会議。 
6 県ごとに DAO（県農業担当者）や普及員、RNRRDC（農業試験場）、日本人専門家を交えて開催する、情報共有を目的とし

た会議。 
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ジェクトの初年度に 1 カ月間派遣された短期専門家により、メイズ粉を用いた加工方法や、ジャ

ムや干し柿などの小規模な食品加工の技術指導が計画どおり行われた。代替燃料の研修と試験は、

薬草研究担当の C/P が RNRRC-East の庶務も担当し多忙なため、活動に着手できていない。しか

し 2007 年 1 月末には、庶務担当の専属職員が配置される予定で、同活動も開始される見込みであ

る。 
 
２－４ 成果達成状況 

 成果（アウトプット）とプロジェクト目標の達成状況、上位目標の達成見込みは以下のとおり

である。 
２－４－１ 成果（アウトプット）の達成状況 

【成果 1】 
普及を目的とした適切な農業技術の選択肢が、東部農業試験場（RNRRC-East）によって開発される。 
指標 達成度（あるいは協力期間終了時の見込み） 
1-1 少なくとも稲 2 品種、

野菜 3 品種、果樹 3 品種

が奨励される。 
 

これまで稲 1 品種、野菜 2 品種（ニンジンとトウガラシ）が公式に採

用され、カキ 1 品種、柑橘 2 品種、カボチャ 1 品種、豆類 2 品種が最

近開催された国全体の園芸作物の年次総会で認められ、今後、奨励品

種決定委員会の審議にかけられる予定である。このほか、稲や野菜、

果樹のそれぞれの分野で試験研究が進められていることから、残りの

期間で目標を達成する見込みは高い。 
1-2 少なくとも 5 種類の生

産管理に関する技術マニ

ュアルが作成される。 

普及教材として作成した小冊子などを基に、現在、稲 1 種類と園芸作

物 4 種類の技術マニュアルの草案を作成中である。プロジェクト終了

時までに完成する予定であるため、目標を達成する見込みは高い。 
1-3 10～15 種類のさまざま

な普及教材が作成され

る。 

プロジェクト紹介や実施機関に関する小冊子 3 種類、園芸作物・栽培

の小冊子 3 種類、稲栽培の小冊子 6 種類、農民グループのアセスメン

トに関するガイドブック 1 種類が作成された。これ以外にも果樹栽培

カレンダーやポスター、プレゼンテーション資料など合計 30 種類の教

材が作成され、目標を達成した。 
 

【成果 2】 
よりよい技術サービスのための普及体制 が 2 県で強化される。 
指標 達成度（あるいは協力期間終了時の見込み） 
2-1 プロジェクト対象地域

のすべての普及員がそれ

ぞれ少なくとも 1 年に 1
回以上国内での研修を受

ける。 
 

現在まで 2 県の計 24 名の普及員全員が 3 回の研修に参加、①果樹の育

苗、②果樹の高接、③果樹と冬野菜の栽培技術、を受講した。上記②

は農業省農業局と、③は国際農業開発基金の農業マーケティング起業

推進プログラム（ Agricultural Marketing and Enterprise Promotion 
Programme：AMEPP）と資金協力して実施した。なお、これら 3 つの

研修には 2 県以外の東部地域の普及員も参加した。これまで 3 回の研

修は普及員や 2 県の農村開発部、農業省農業局から好評で、今後も同

様の研修を予定していることから、プロジェクト終了時までに達成で

きる見込みは高い。 
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指標 達成度（あるいは協力期間終了時の見込み） 
2-2 普及員の計画管理に関

する自己評価が、プロジ

ェクト実施期間中に向上

する。 
 

普及体制の強化すべき分野の絞り込みや普及員の自己評価方法につい

てプロジェクトで十分に検討されておらず、評価自体も実施されてい

ない。現時点で達成の見込みは判断できない。 

2-3 計画管理に関する普及

員の能力評価が、プロジ

ェクト実施期間中に向上

する。 

普及体制の強化すべき分野の絞り込みや他者からの普及員の能力評価

方法についてプロジェクトで十分に検討されておらず、評価自体も実

施されていない。現時点で達成の見込みは判断できない。 

 

【成果３】 
農家と試験研究、普及間の連携に関する試験的取り組みを通じて、4 つのモデル郡の農家の技術能

力が向上する。 
指標 達成度（あるいは協力期間終了時の見込み） 
3-1 4 つのモデル郡から無

作為に選ばれた農家 200
世帯のうち 40％がプロ

ジェクトの実施する研修

に参加する。 
 

指標のデータはプロジェクトの終了時前に実施予定の終了時調査で測

定する。プロジェクトの研修記録によると、これまで 3 つの技術研修

と 7 つの実地研修を開催しており、参加者数は延べ 233 名にのぼる。

プロジェクト後半、モデル郡の農家を対象に研修を幅広く行えれば、

達成できる見込みが高い。 

3-2 4 つのモデル郡から無

作為に選ばれた農家 200
世帯のうち 50％が奨励

された作物や技術を認識

する。 

指標のデータはプロジェクトの終了時前に実施予定の終了時調査で測

定する。成果 1 で多くの普及教材が作成され、上記指標 3-1 のとおり

農家を対象にした研修も徐々に行われていることに加え、今後も普及

活動が集中的に実施されれば、達成できる見込みはある。 

3-3 4 つのモデル郡から無

作為に選ばれた農家 200
世帯のうち 45％が研修

以外のプロジェクトの現

場活動（デモンストレー

ション、フィールドディ、

品評会など）に参加する。 

指標のデータはプロジェクトの終了時前に実施予定の終了時調査で測

定する。プロジェクトの活動記録によると、延べ 97 名のモデル郡の農

家が 8 回開催されている展示圃でのデモンストレーションに参加し、

11 回行われたフィールドディには延べ 116 名が参加した。2006 年 12
月モンガル県で実施した園芸作物の品評会には 60 名の農家が参加し、

農家や住民、農業省関係者からも高い評価を受けた。 
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２－４－２ プロジェクト目標の達成状況 

【プロジェクト目標】 
試験研究と普及活動の連携が図られ、農業普及の仕組みが改善される。 
指標 達成度（あるいは協力期間終了時の見込み） 
1-1 プロジェクトで開発あ

るいは普及された品種や

技術を採用する農家の数

が、4 つのモデル郡と近

隣郡で 30％増加する。 
 

指標のデータはプロジェクトの終了時前に実施予定の終了時調査で測

定する。農家のなかには積極的にプロジェクトが普及する改良品種や

栽培技術を採用している者もみられる。しかし農家による新しい農業

技術の採用は長い間に培われた生活や文化に密接に関係しているため

時間がかかり、農家が新しい技術を習得したいと意欲がわくような普

及活動を、プロジェクト後半から集中的に実施することが必要である。

この点が目標値を達成するための鍵となるだろう。 
 

1-2 ワーキンググループ会

議で承認された試験研究

と普及の共同活動のう

ち、80％が効果的に実施

される。 
 

これまでは指標の測定方法が曖昧だったが、プロジェクトの報告によ

れば、2006 年になってから稲、野菜、園芸全般に関するデモンストレ

ーションや品評会など 5 つの活動を、試験研究の RNRRC-East と、普

及を担当するモンガル、ルンツェ県農村開発部の双方で計画・実施し

たという。プロジェクト後半は、県の普及体制の強化と現場での普及

活動が加速して推進される可能性が高いため、左記目標値が達成され

る見込みも高い。 
1-3 農家と普及、試験研究

の連携強化がモデル概念

として、プロジェクト期

間中に開発され、文書化

される。 

プロジェクトでは、モデル概念を「試験研究アウトリーチプログラム」

として定義づけ、ガイドラインの素案を作成中である。このプログラ

ムの解釈については、プロジェクト関係者によってやや異なることが

インタビューで判明した。今後、精査されガイドラインが完成される

ことが期待される。ガイドラインはプロジェクト期間内で確実に完成

されると予想でき、目標の達成の見込みは高い。 
 

２－４－３ 上位目標の達成見込み 

【上位目標】 
東部地域の農業生産性を向上させる技術の選択肢が増え、同地域で採用される。 
指標 達成見込み 
1-1 モデル概念から抽出さ

れた教訓が、東部地域と

国レベルの農業分野の試

験研究と普及戦略の向上

のために活用される。 
 

上位目標の達成見込みを判断するのは時期尚早である。しかし、東部

地域や他の地域からプロジェクトに対して、園芸作物の種子や果樹の

苗木の配布依頼が増えていることや、他地域でも果樹の接ぎ木技術の

1 つである高接ぎなどプロジェクトで紹介した栽培技術が導入されて

いることなどが報告されており、上位目標につながるプラスのインパ

クトの発現がみられる。ただし上位目標達成のためには、プロジェク

トのみでは解決できない農産物の販売・換金できる環境整備などが不

可欠で、プロジェクト側から農業省をはじめとする関係者への十分な

働きかけが必要である。 

1-2 東部地域における園芸

作物の生産量が15％増加

する。 
1-3 東部地域におけるコメ

の生産量が 10％増加す

る。 
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２－５ プロジェクト実施体制 

 本プロジェクトの実施機関は、東部農業試験場（RNRRC-East）とその支場のカンマとリミタ  

ン、ルンツェ県とモンガル県の農村開発部、両県内の 4 つのモデル郡の普及支所で、プロジェク

ト事務所は、東部農業試験場内（モンガル県ウェンカル）に設けられた日本人専門家の執務室で

ある。C/P は上記すべての機関から配置されている。それぞれの実施機関の上部機関は、試験研

究を扱う東部農業試験場が農業省RNR局で、普及業務を担当する県農村開発部と普及支所は同省

農業局である。 
 

 
注：✰はプロジェクト事務所（日本人専門家常駐）を示す 

図－１ プロジェクト実施機関 

 
 このように本プロジェクトは実施機関が複数にまたがり、C/P も多いため、関係者間の意見調

整と意思決定を効果的に行い、プロジェクトの運営管理とモニタリングを円滑に行えるよう、プ

ロジェクト開始時には次の 3 つの会議を開催すると決定・合意されていた。それぞれの会議のメ

ンバーと中間評価時までの開催時期、役割を以下に示す。 
 

会議名 メンバー 開催時期 協議事項 
1. 合同調整委員会

（Joint Coordination 
Committee：JCC） 

・ 農業省次官（議長） 
・ 農業局局長 
・ 県知事（モンガル、

ルンツェ） 
・ 援助債務管理局 
・ 政策計画部の副次長 
・ プロジェクトマネジ

ャー 
・ C/P 代表 
・ 専門家 
・ JICA 駐在員事務所 

 

・ 年 1 回 ・ 年間計画の立案 
・ 活動進捗、投入の確

認 
・ 予算、C/P 配置、専

門家派遣、本邦研修

に関する協議 

農家

普及試験研究

RNR局（CORRB)RNR局（CORRB)

ルンチ県農業開発部ルンチ県農業開発部東部農業試験場 （ウェンカル）東部農業試験場 （ウェンカル）

農業局農業局

モンガル県農業開発部モンガル県農業開発部

カンマ地域
試験支場

カンマ地域
試験支場

普及支所普及支所

ミンジ郡リミタン地域
試験支場

リミタン地域
試験支場

普及支所普及支所

メンビ郡

普及支所普及支所

モンガル郡

普及支所普及支所

サリン郡

農家

普及試験研究

RNR局（CORRB)RNR局（CORRB)

ルンチ県農業開発部ルンチ県農業開発部東部農業試験場 （ウェンカル）東部農業試験場 （ウェンカル）

農業局農業局

モンガル県農業開発部モンガル県農業開発部

カンマ地域
試験支場

カンマ地域
試験支場

普及支所普及支所

ミンジ郡

普及支所普及支所

ミンジ郡リミタン地域
試験支場

リミタン地域
試験支場

普及支所普及支所

メンビ郡

普及支所普及支所

メンビ郡

普及支所普及支所

モンガル郡

普及支所普及支所

モンガル郡

普及支所普及支所

サリン郡

普及支所普及支所

サリン郡

CoRRB）

✰ 
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2. プロジェクト調整

会議 
（Project Coordination 

Committee 
Meeting：PCCM） 

 
*ブータンではドナー

の支援によるプロジェ

クトの現場に、実務者

と対象県の知事からな

るプロジェクト調整委

員会を設置することに

なっている。 

・ 県知事（2 県の知事

が交代で議長） 
・ 関 連 す る 県 議 会

（ DYT ）・ 郡 議 会

（GYT）の議員 
・ 試験場スタッフ 
・ 普及スタッフ 
 

・ 年 2 回** 
 
**参加者が遠隔地に散在し

ていることから、WGM と

あわせて年 4 回実施するの

は現実的でないという理由

から年 2 回に変更。 

・ 年間報告 
・ 次年度計画の協議 
 

3. ワーキンググルー

プ会議（Working 
Group Meeting：
WGM） 

・ 試験場の所長（議長） 
・ 試験場スタッフ 
・ 普及スタッフ 
・ 事業実施地域村民代

表（郡議会メンバー）

*2005 年より参加 
・ 日本人専門家 

・ 年 2 回 ・ 半期ごとの進捗報

告 
・ 次半期の計画策定 

 
各会議のこれまでの開催実績は、合同調整員会が 1 回（2004 年 12 月）、プロジェクト調整会議

が 2 回（2004 年 10 月と 2005 年 1 月）、ワーキンググループ会議が 3 回（2005 年 1 月と 9 月、2006
年 3 月）である。 

中間評価時に配付した質問票のうち回答者 29 名（C/P 26 名、専門家 3 名）の各種会議に関する

意見は次のページのとおりで、機能していたと肯定的な意見が多く否定的な意見はほとんどない。

特にワーキンググループ会議は、プロジェクト活動の順調な実施に貢献したと回答する者が多く、

インタビューの際にも、試験研究と普及の実務者双方が集まりプロジェクト活動の進捗や次期計

画の作成に役立ったり、プロジェクトの方針から現場レベルの活動モニタリングに役立ったとい

う見解が専門家と C/P から寄せられた。 
プロジェクト調整会議は、プロジェクトと県関係者との連携・協調関係を高めるのに機能して

いたと評価する声が多かった。一方で、機能していなかったと回答する 2 名が指摘するとおり、

県知事が多忙で日程調整が難しく、開催頻度は当初計画の年 2 回から 1 回と減らされていた。 
合同調整委員会については、上位機関にプロジェクトの進捗を報告するうえで役に立ったとい

う指摘がなされた。開催がこれまで 1 回のみの理由は、農業省が主催する各種会議やワークショ

ップ、プロジェクトが主催する研修などのイベントで、首都やプロジェクトサイトで同委員会メ

ンバーと会う機会が多く、これらの機会を通じてプロジェクトの進捗状況を説明していることに

加え、特別問題がなくプロジェクトが進行していることもあり、別途毎年必ず合同調整委員会を

開催するのは、日程調整の点からも難しいことが明らかになった。 
 なお、3 つの会議の機能について、どちらともいえないと回答した者の半数以上は、留学先か

ら帰国あるいは他の機関から異動して最近配置された職員や、自身が会議に出席していない職員

で占められる。 
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会議名 機能していた 機能していなかった どちらともいえない 無回答 

合同調整委員会 12 1 12 4 

プロジェクト調整委員会 12 2 11 4 

ワーキンググループ会議 15 1 8 5 

 
 プロジェクトの効果的な運営に欠かせないのが、プロジェクト関係者間の円滑な意思疎通、コ

ミュニケーションである。次表にみられるように、特筆すべきは大多数のプロジェクト関係者  

が、日本人と C/P、更にブータン側実施機関間のコミュニケーションが円滑で効果的だったと回

答している点である。インタビューを実施した際にも、これまで活動をほぼ遅滞なく計画どおり

に実施し、その結果として徐々にプラスの効果を生み出している貢献要因として、関係者間のコ

ミュニケーションの良さを指摘する者が圧倒的に多かった。合同評価調査団メンバーによる直接

観察でも、日本人専門家 3 名の良いチームワークが保たれていることと C/P らと良好な関係が築

けていることが確認できた。 
 

コミュニケーション 
円滑かつ効果的

だった 
円滑かつ効果的に行

われていなかった 
どちらともいえ

ない 
無回答 

日本人と C/P 26 0 3 0 

ブータン側実施機関

（RNRRC-East、支場、

県農村開発部、普及支

所間） 

24 0 3 2 

 
プロジェクトに対するブータン側実施機関、特に RNRRC-East の主体性は、活動を通じて着実

に育まれているように見受けられた。もともと同試験場は東部地域のみならず国全体の園芸分野

における試験研究を牽引する立場にあり、本プロジェクトを通じて試験研究能力を高め、適地適

作、農業生産性の高い品種や栽培技術の開発を進めたい意向が強く働いている。このように同試

験場の業務とプロジェクトの活動内容が密接に関係している点は主体性を高める要因になってい

ると考えられる。 
そのほかプロジェクト開始以来、プロジェクトに対する関心が高まるにつれ、国王をはじめと

する王族、農業省大臣や次官など農業省関係者、周辺地域の普及員や農家、在インド日本大使館

書記官や JICA ブータン駐在員事務所首席代表など、さまざまな来訪者の視察を受けており、こ

のこともブータン側実施機関の主体性の発揮につながっていると推察できる。 
 
２－６ 技術移転状況 

ブータンではドナーが実施するプロジェクトやプログラムの多くがローンやインフラ整備で

あり、本プロジェクト立案時にも、ブータン側からインフラ整備や機材供与に対する要望が多く

出された。また、本プロジェクトがブータンの農業分野では初めての JICA 技術協力プロジェク

トだったこともあり、「日本人専門家からの技術指導を通じて C/P の技術や技能能力の向上をめざ
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し、プロジェクト終了後も見据えて実施機関が主体的にプロジェクト運営にかかわることを求め

ている」という技術協力の基本理念をブータン側関係者に理解してもらうことは決して容易なこ

とではなかった。 
しかし、中間評価時では C/P である農業省の RNR 局長や RNRRC-East の場長（プログラムダイ

レクター）、その他の C/P からも、技術移転や技術能力の向上、技術協力の重要性を認識している

コメントが頻繁に聞かれた。日々の活動や各種会議、関係者間の緊密なコミュニケーションによ

り、プロジェクト関係者に技術協力やプロジェクトに対する理解が徐々に深まっていると推察で

きる。 
本プロジェクトの技術移転は、①日本人専門家から C/P に対するものと、②C/P、必要に応じ

て専門家から農家に対するものに大別できる。前者は、日々の活動の実地訓練や共同作業を通じ

て、3 名の日本人専門家から稲作、園芸作物、普及の分野で技術移転が着実になされている。専

門家によると、稲作と園芸作物については育成機関での実施経験が不足しているためか、基礎的

な試験研究や栽培技術、栽培管理能力などから指導する必要があった。両分野の技術移転に際し

ては、特に稲作の基礎研究は長期的な視野に立ち地道な活動が必要不可欠である点を繰り返し指

導し、園芸作物については現地で入手可能な資材を可能な限り用いて C/P 自身が継続できる技術

技能レベルに絞り込み、適地適作の考えを浸透させた。普及については、専門家によれば、経験

があると自分の能力を自負する C/P が少なからずいることから、普及計画の実践のため長期的な

視野や戦略的に普及対象を絞り込む必要性を、共同作業を通じて指導している。 
このような専門家による熱心な指導や日々の工夫のほかに、これまで 27 名が参加している日

本での研修も C/P の技術技能の移転に役立っていると考えられる。質問票の回答によると、研修

に参加し回答のあった 14 名の C/P のうち 12 名と、そのほかに自身は研修に参加しなかった C/P
のなかにも、研修が適切であったと回答した者がみられた。その理由として、日本での研修が個

人の技能や技術の向上や業務に対する前向きな姿勢、プロジェクト活動に大変役立っている点が

挙げられた。専門家からは、日本とブータンの技術レベルに差があるのは事実だが、研修員のな

かにはまったく海外に行ったことがない者も多く、ブータン以外で比較対象とするものを具体的

にもてるようになったことが大きいという指摘もあった。なお、適切でなかったと回答した 2 名

は、技術は学べたが日本の研修で用いた資機材が入手できないことや、プロジェクトの活動に潤

沢な予算措置がないため研修で学んだことを即座に適用できる環境がなく、必ずしも有用ではな

かったとその理由を説明している。 
後者である農家への技術移転についても着実になされているように見受けられた。インタビュ

ーした農家によると、プロジェクトの展示圃や研修、フィールドディを通じて、野菜や果樹の育

種や採種、育苗生産、野菜や果樹の栽培技術・管理方法、稲の植え付け方法や収穫方法など新し

い作物や技術を学んだという。また一部の地域でビニルハウスの建設や電気柵の設置、耕耘機用

の農道建設でプロジェクトから便益を受けたとの回答を得た。このほか、プロジェクトは稲や野

菜の生産高や販売高の増加にも徐々に貢献し始めていることがうかがえた。 
インタビューでは、プロジェクトが奨励するウェンカルレイカップ 6（通称ネパール名でクマ

ール 6 とよばれている）とカンマレイカップ 2（同様にネパール名クマール 2）で稲の生産が 2～
3 倍に増えた、野菜の栽培種類と生産高が増えたおかげで、これまで自給すらできなかった状況

から余剰作物を販売できるようになった、野菜の販売による純利益は年間 3 万 5,000 ニュルタム、

場所によっては多いところで 6 万から 10 万ニュルタムにのぼった、プロジェクト開始前に比べ所
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得全体に占める野菜販売による収益が約 30％から 70％に増えたなど、プラスの波及効果が明らか

になった。日本政府の食糧増産援助（2KR）7により供与された耕耘機の利便性と有効性を指摘す

る声も多く、このこともプロジェクトの効果の発現に寄与していると考えられる。 
しかし一方で、場所によっては剪定はさみや肥料など必要な農業投入財の不足や、灌漑施設の

未整備による水不足、労働者不足、運搬手段がないことや農道がないため市場へのアクセスが悪

いこと、市場そのものが発展していないことなど、プロジェクトから紹介された技術や作物を農

家が効果的に採用できない、あるいは将来的に継続しづらい要因が指摘された。プロジェクトの

後半以降の課題でもある。 
 

                                                        
7 被援助国政府が食糧増産のために必要な農業資機材の調達を行うことのできるわが国の無償資金協力。 
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第３章 評価結果 
 
３－１ 評価結果の総括 

先方との協議結果の概要は次のとおりである。 
合同評価チームによるブータン側関係機関、プロジェクト長期専門家等との協議並びにプロジ

ェクトサイトにおける現地踏査を行った結果を合同評価報告書にまとめ、合同調整委員会（JCC）
にてミニッツの署名交換を行った。 

以下、対処方針に対する結果を含め、本現地調査の主要事項につき結果概要を記す。 
 

項 目 対処方針 結 果 

(1) PDM 1)  数値指標の未設定箇所に関し、先方

案に基づき協議を行い、合意した数値

を PDM に反映させることとする（専門

家より示された数値案あり）。 
2)  上位目標の指標 1「モデル概念から抽

出された教訓が国レベルの農業分野の

試験研究と普及戦略の向上のために活

用される」の「国レベル」との表記は、

上位目標「東部地域の農業生産性を向

上させる技術の選択肢が増え、同地域

で採用される」に照らし、過大な設定

になっていると考えられるところ、同

表記を「東部地域」に改めることを提

案することとする。 
3)  PDM上の指標を含めたすべての項目

の表記及び設定の妥当性につき先方と

の間で再確認を行うこととする。 

対処方針で示した 1)と 2)について表記及

び設定の修正を行った。当該項目を除い

た PDM 上の他の表記及び設定について

は、すべて妥当なことを再確認した。 

(2) PO 添付の活動実績・成果表等に基づき、活

動項目ごとに進捗状況と達成度を確認

し、必要に応じて現行 PO の修正を行うこ

ととする。なお、2004 年 12 月の運営指導

調査時点では普及関連活動に若干の遅れ

が確認されているところ、特に当該活動

のその後の進捗、今後の計画等につき十

分な確認、検討を行うこととする。 

上記修正 PDM に基づき、別添 PO のとお

り、修正を行った。普及関連活動につい

ては、技術開発を先行すべきプロジェク

トの性質、スケジュール上、当該活動に

若干の遅れがみられるという運営指導時

の指摘は必ずしも適切ではないことを確

認し、これまでの進捗を踏まえ、更なる

修正を行った。 
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(3) 実 施 体

制 / モ ニ

タリング 

1)  プロジェクト開始前から判明してい

る こ と で は あ る が 、 実 施 機 関 の

RNRRC-East とモンガル県、ルンツェ県

の農村開発部とでは、それぞれの上位

部局が、前者は試験研究分野を統括す

る農業省 RNR 局であるのに対し、後者

は普及分野を統括する農業省農業局と

異なっているところ、プロジェクト目

標の達成はもとより、持続性等の確保

には、両者の間の連携が不可欠である

旨、改めて申し入れを行うこととする。 
2)  モニタリングに関し、運営指導時点

では、R/D に記載のとおり、2 種類の会

合（PCCM 及び WGM）が年 2 回ずつ開

催されることになっていたが、参加者

が遠隔地に散らばっていることなどを

考慮し、現在は、前者を年 1 回、後者

を年 2 回開催することになっている由

のところ、本変更について今次ミニッ

ツで確認を行うこととする。 

1)  農業省との協議において、かかる点

の申し入れを行った。なお、両者の調

整等については、農業省政策計画局

（Policy and Planning Department）が担

っており、同局の音頭の下、必要に応

じ関係部局間で会合を行っていること

も確認した。 
2)  ミニッツにてかかる点の確認を行っ

た。なお、JCC については、終了時評

価までに少なくとも 1 回は開催するこ

ととし、PCCM の機会も利用し、今回

修正を行った PDM、PO について必要

な見直しを終了時評価に先立って行っ

ておくべきことを申し入れた。 

(4) プ ロ ジ

ェクト運

営（先方

負 担 事

項） 

専門家情報によれば、資材、燃料等の消

耗品や作業員雇用に係るブータン側の予

算措置が十分でない由のところ、本点に

つき意見交換のうえ、必要な改善申し入

れを行うこととする。 

東部農業試験場長に対してかかる点の申

し入れを行い、合同評価レポートにもか

かる点がプロジェクト運営上の阻害要因

の 1 つとなりうることを明記した。なお、

場長によれば、例えば、公用車の燃料費

については、一律的に年間 1 万ニュルタ

ムしか措置されないことになっている由

であるが、ブータン側として最大限の対

応を執るべく、試験場として中央政府に

対する必要な要求は継続する旨のコメン

トを得た。 
(5) プ ロ ジ

ェクト対

象外の東

部 4 県の

扱い 

運営指導時同様に、今次調査においても、

プロジェクトの直接の対象となっていな

い 4 県をプロジェクト活動の対象に含め

てほしい旨の要望がブータン側から示さ

れることも予想されるが、前回どおり、

現地研修への当該 4 県の普及員の参加、

苗木や種子の配布は可能であるが、当該 4
県へのモデル地区の設置については、対

応可能なリソースの制約等から困難であ

る旨説明を行い、同意を得ることを基本

とする。 
 

かかる要望自体は示されなかったが、(7)
の協力終了後の対応に関して、当該 4 県

等を対象とした新規プロジェクトの実施

につき口頭で要望が示された（内容につ

いての具体的な説明はなし）。 
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(6) 帰 国 研

修員の活

動状況 

プロジェクトの国別研修でこれまで 30 名

弱の受入れを行っているところ、帰国研

修員の研修成果の発現状況及びプロジェ

クト運営に対するインパクト等について

聴取、確認を行うこととする。 

体系的な評価自体は行っていないもの

の、個別に研修結果の報告会等は行って

おり、研修参加による技術の向上はもと

より、動機づけや業務に対する姿勢等の

面でのインパクトは非常に大きい旨のコ

メントを得た。 
(7) 協 力 終

了後の対

応 

2009 年 6 月のプロジェクト終了後の日本

による対応のあり方について、事務所及

びプロジェクト専門家の現段階での見解

を聴取のうえ、意見交換を行うこととす

る。なお、本点のブータン側への聴取は

行わないこととする。 

具体的な検討はこれからの模様である

が、本協力の成果を面的に拡げるととも

に、農民の所得向上への更なる足がかり

を築くためにも、新規案件を立ち上げ、

フォローしたいとの意向がうかがえた。 

 
上記のように、今回の中間評価の結果、プロジェクトはおおむね予定どおりに進捗しているこ

とが確認できた。 
研究開発と普及そして農民を効果的に結びつけ、農村所得の向上・貧困削減を上位目標として、

2004 年から実施している本プロジェクトは、5 年間の協力期間の前半 2 年半を通じて普及に供す

る技術研究・開発を行うとともに、対象となる東部 2 県の 4 郡をモデルとして農民及び普及員の

訓練研修を開始している。また、そのために必要な研修施設や普及事務所、農道の建設も一部行

っている。その点からはプロジェクトの成果として掲げている成果 1（普及のための適切な農業

技術の開発）は順調に進んでいる。 
しかしながら、成果 2（普及体制の強化）は、むしろプロジェクトの後半で活動の主流が研究

開発から普及段階に移ることで確実に進捗することが期待できる。成果 3 についてはモデル郡の

一部の先駆的な農民は、普及員や専門家からの指導や種子の提供を受けて確実にその成果を上げ

ており、農産物の展示や品評会への出品等を行い、周囲の農民へのよい刺激となっていることが

期待できる。かかる状況はプロジェクト後半の普及体制の強化と実践により、更に広がっていく

こととが想定される。 
ただし、プロジェクト活動の成果を確実なものとするためには、以下のような予想される懸念

への対応を検討する必要がある。 
 

① プロジェクトの対象 2 県のなかのモデル郡 4 カ所には、RNRRC-East から谷の斜面に設置

された細い道を片道 3 時間かけて訪問する場所に、対象となる農民が分散して存在してい

る所もあり、普及員だけでなく専門家による指導を行う際には、効果的、効率的な実施と

なるよう、開発された普及対象技術の組み合わせや実施のタイミング等十分な検討に基づ

く計画が求められる。 
 

② モデル郡以外の郡や県からも種子の提供や技術指導等を求められているが、プロジェクト

活動の実施を第一として、その他の要望には極力プロジェクトの C/P による対応をめざす

べきであり、そのことがプロジェクト終了後の継続性につながるものと思料する。 
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③ 安全面での対応として、プロジェクトサイトが事務所の存在する首都ティンプーから遠隔

の地にあり、前述のとおり更にそこから遠いモデル郡での活動が求められるため、少なく

とも携帯電話による定期的な連絡に加え、携帯電話による連絡もとることが困難なモデル

郡の状況にかんがみ、衛星電話の貸与等についても検討すべきである。 
 

④ プロジェクトによる開発技術が確実に農民に届くためにも、プロジェクトの核となる普及

に関して、その活動基盤の強化をブータン政府に働きかける必要性を痛感する。モデル郡

でインタビューした普及員は広大な地域に点在する農民に対して訪問指導を行っている

が、その移動手段は徒歩に頼っている状況であり、効果的な普及を行うためにもモーター

バイクの貸与や普及員の数の増加等を検討し、彼らが普及活動を行う際の負担を軽減する

ことが必要である。 
 

⑤ 普及員のインタビューでは、農産物のマーケティングが大きな課題として挙げられており、

流通販売のためのブータン側の対応もプロジェクトの効果発現のためには必須のものと

考える。農作物の集荷、そのための農道の整備や運搬手段としての耕耘機の供給を行うと

ともに、そもそも市場規模が小さい東部の市場だけでなく、首都ティンプーや距離的には

より近いインドへの供給等も視野に入れ検討することをブータン側に求める必要がある。 
  
３－２ 評価 5 項目による分析 

３－２－１ 妥当性 
妥当性とは、中間評価の時点においても、プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト

目標や上位目標）がブータン・日本国側双方の政策に合致しているか、問題や課題の解決手段

として適切かなど「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点である。本プロジェクト

がめざす方向性は、ブータン政府による開発政策と日本側の対ブータン援助政策に合致してお

り、また農作物の試験研究と普及の連携強化の戦略としても適切なことから、協力実施は極め

て妥当性が高いと評価できる。 
 

(1) ブータン政府による開発政策との整合性 
ブータンで農業は基幹産業だが、地形的な制約で世帯当たりの農地が狭いことや、灌漑

施設や農業機械導入の遅れ、市場へのアクセスの不備などから、依然として小規模な自給

自足型の農業が中心である。政府は第 9 次 5 カ年計画（2002～2007 年）8のなかで、「農村

部のアクセス・生産性を向上させ所得収入を増加させるため、貧困対策と良い統治を実施

する」を 5 つの重点分野のうちの 1 つに掲げている。本プロジェクトは、人口の約 4 割、

貧困層の 7 割が居住し、西部に比べ開発が全般的に遅れている東部地域を対象にしている

こと、小規模な自給自足型農業を営む農家に対して、地域の特性にあった生産性の高い品

種や技術の普及をめざしていることから、ブータンの政策に合致している。 
 

(2) 問題解決手段としての適切性 
これまでブータンの農業普及分野では、最初に試験研究を行い、次に開発した品種や技

                                                        
8 当初 2007 年までの計画だったが、1 年延長され 2008 年まで引き続き実施することとしている。 
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術を一律に農家へ普及させれば、次第に農家に便益がもたらせると想定していた。しかし

地形や気候、文化も地域によって異なり、想定していた普及効果が上がらないため、農業

省は 2003 年 7 月の大臣交代に伴い、第 9 次 5 カ年計画の実現のために試験研究と普及、

農家の連携強化を重視し、農家が優良品種や新しい技術を確実に習得できる農業普及の推

進に重きを置くようになった。本プロジェクトはまさにこれら 3 者の連携強化を前面に打

ち出し、地域の特性に即した試験研究と普及活動を現場で行っている唯一の技術協力であ

り、農業省が直面する試験研究・普及分野の問題解決手段としても適切で、ブータンに必

要な協力と判断できる。 
 

(3) 日本の援助政策との整合性 
JICA の国別事業実施計画（2006 年 6 月更新）で「農業・農村開発」は 4 つの援助重点

分野の 1 つであり、このなかで農業技術開発・普及及び人材育成は、農業機械化促進、農

村インフラ整備と並び、重要な課題と位置づけられている。この点が東部地域で適地適作

や生産性の高い作物と技術の研究・開発、農家や普及員、試験場職員の技術・技能向上を

めざす本プロジェクトと合致する。また、本プロジェクトで普及しようとする技術は、稲

作や落葉果樹、野菜の種類など作物の類似性や気候特性、さらに傾斜地の利用などの観点

から、日本の技術や経験を十分に生かせる分野である。このほか、本プロジェクト開始前

の 4 年間、JICA は園芸作物の個別専門家を RNRRC-East に派遣し、技術移転を行っている。

このように、本プロジェクトは日本の技術の優位性が高く、過去の協力実績を生かせる分

野での協力であり、日本の援助事業としても妥当性が高いと判断できる。 
 

３－２－２ 有効性 
有効性とは、プロジェクトの実施により本当にターゲットグループや対象地域に便益がもた

らされているのか、プロジェクト目標が終了時までに達成される見込みはあるのか、またそれ

は各成果の結果もたらされているか、を問う視点である。「２－４－２」で述べたとおり、試

験研究と普及、農家の連携をモデル概念として「試験研究アウトリーチプログラム」に取りま

とめていることから、中間評価時点でもプロジェクト目標である「試験研究と普及活動の連携

が図られ、農業普及の仕組みが改善される」ことがある程度は見込まれ、本プロジェクトの有

効性は高いと評価できる。しかし、プロジェクト目標を確実に達成できるかどうかは、モデル

郡の農家の技術能力を向上できるかにかかっている。 
 

(1) プロジェクト目標の達成度と成果の貢献 
成果 1 では、RNRRC-East で園芸作物と稲作の試験研究が計画どおり行われており、同

試験場職員に対する優良品種や新しい栽培方法の技術移転が着実になされている。これら

試験研究の結果は、成果 2 と成果 3 の各種普及活動を通じて徐々にモデル郡の農家に普及

されるようになり、このことがプロジェクト目標の達成を後押しする効果の発現につなが

っていると考えられる。具体的には試験研究と普及の共同活動の数の増加（プロジェクト

目標指標 2）や、農家と普及、試験研究の連携強化が「試験研究アウトリーチプログラム」

という概念にまとめられはじめたこと（プロジェクト目標指標 3）などが挙げられる。 
成果 2 の普及体制の強化のうち、普及員の技術能力は専門家による技術指導や技術研修、
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日本での研修を通じて徐々に向上しており、ヒラタケや稲作に関する普及活動をプロジェ

クトに提案したり、農業用水の貯水池に用いるビニルシートを活用して、堆肥用に家畜の

し尿を貯める試みを始めたり、積極的にイニシアティブを発揮する普及員が出てくるなど

効果の発現している。しかし普及員の技術能力以外の、計画立案や情報管理を含むマネジ

メントなど普及体制・制度改善については、まだ十分な活動を実施できていないため、中

間評価時点で成果 2 の達成には至っていない（「２－３活動実績」「２－４－１成果の達成

状況」「２－６技術移転状況」参照）。 
成果 3 では、篤農家や農家グループが優良品種の作物や栽培技術を取り入れることがで

きるようになり、生産高の増加や、一部では所得に占める農産物の販売割合の増加などプ

ラスの効果が発現している。このようにプロジェクトの実施により農家に便益がもたらさ

れているが、モデル郡の農家の技術能力向上という点においては、プロジェクト期間の中

間地点ということもありまだ達成されてはいない。 
プロジェクト目標の達成、特に開発・普及された技術を採用する農家の割合（プロジェ

クト目標指標１）の増加には、プロジェクトの後半で、成果 2 と成果 3 を達成することが

不可欠である。 
 

(2) 外部条件の影響 
プロジェクト目標達成のために満たされる必要がある外部条件「試験研究・普及審議委

員会と農業局の組織改編が合意されたプロジェクトの概念や手法に影響を及ぼさない」は、

中間評価時点では満たされており、影響は特にない。 
ただし、農家によっては、市場へのアクセスが不十分なことや農業投入財が不足してい

ること、多くの地域で農道や灌漑施設が整備されていないことなど9、プロジェクトの外部

要因によって、開発・普及された技術を即座に採用できないケースがみられる。今後、プ

ロジェクトが農業省、県と郡、他の関連機関と協力して必要な措置を検討することも必要

である。 
 

(3) 有効性に影響を与えた貢献要因と阻害要因 
有効性に影響を与えた要因のうち阻害要因は、中間評価時には特に確認されていない。

日本人専門家と C/P に対する質問票とインタビューの結果から、貢献要因と考えられるも

のは、以下のとおりである。 
・ 本プロジェクトの協力内容は、計画段階から農業省 RNR 局、農業局、RNRRC-East、東

部 2 県の農業開発部、4 つのモデル郡の普及員ら C/P と本プロジェクトの長期専門家（当

時は専門家候補）2 名が参加して策定された。そのため、試験研究と普及、農家の連携

強化概念が関係者間で早く浸透し、プロジェクトに対する主体性を醸成する一因となっ

たと考えられる。このほか、PO が現実的、実践的な内容で作成され、プロジェクトの

運営・モニタリングツールとして活用された結果、活動が順調に進捗し、農家と普及、

試験研究の 3 者間のつながりが強くなってきたことに貢献したと推察できる。 
・ プロジェクト開始前の 4 年間、本プロジェクトのチーフアドバイザーが園芸作物の長期

                                                        
9 農道や灌漑施設の整備についてはプロジェクトの活動にも一部入っているが、あくまでも限定的な活動で、広範囲にわたる

地域の農業インフラの整備についてはプロジェクト単独での対応は不可能である。 
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専門家として RNRRC-East に派遣され、ブータン側関係機関との良好な関係が既に築け

ていたことは、プロジェクトの円滑な立ち上げや、ブータン側関係者が技術移転に対す

る理解を深めるうえで役立ち、有効性を高める要因となっている。 
・ 専門家と C/P 間にみられるコミュニケーションとチームワークのよさ、さらに関係機

関との協力関係の構築は、プロジェクトに一体感をもたらし、プロジェクト目標の実現

に向けて活動を進める原動力となっている。 
・ 試験研究、普及のプロジェクト関係者間で開催されるワーキンググループ会議は、プロ

ジェクトの効率性を高めるのみならず、試験研究と普及の連携強化の重要性を関係者に

強く意識させるのに役立ち、有効性を高める要因となっている。 
 

３－２－３ 効率性 
効率性は、プロジェクトの投入から導かれる成果の達成度を把握し、資源が有効に活用され

ているかを問う視点である。全般的に日本・ブータン国側双方からの投入は、適切に実施され、

一部の活動に少し遅れが生じたものの大半の活動は順調に実施されている（「２－２投入実績」

と「２－３活動実績」参照）。 
 

(1) 日本・ブータン国側双方の投入 
「２－２投入実績」で述べたとおり、中間評価時までに長期専門家は 3 名、短期専門家

は 3 名派遣された。長期・短期専門家のプロジェクトに取り組む真摯な姿勢や、専門知識

と技術力の高さ、熱心な技術指導が評価され、特に長期専門家は常駐しているため必要時

に的確なアドバイスを受けられると、C/P から高く評価されている。派遣人数、分野、派

遣期間についても適切だったと、C/P が回答している。 
日本での C/P の研修については、「２－６技術移転状況」で述べたとおり、研修参加者

からは技術面や業務に対する取り組み姿勢など多くを学んだと評価が高い。 
総額 1,200 万ニュルタム（約 3,200 万円）相当のプロジェクト機材は、プロジェクト開

始直後は日本で調達する機材の発送が遅れたケースがあったことや、ブータン側の燃料費

の予算措置が全般的に不十分で10、財務省から車両購入許可が下りるまでに時間を要した

ことを除けば、ほとんどの機材は適切に供与されていた。 
日本側が負担した現地活動費は総 1,129 万ニュルタム（約 3,000 万円）で、技術移転に

必要な試験研究活動や普及活動のみならず、耕耘機用道路の延伸や RNRRC-East の研修棟

の建設、ルンツェ県の 2 つのモデル郡の普及支所の建設など技術移転を効果的に行うため

のインフラ整備にも協力しており、適切だったと判断できる。 
 

(2) ブータン側の投入 
中間評価時点で、プロジェクトには合計 41 名の C/P が配置されていた。公務員の異動

はブータンでも珍しくないが、プロジェクト開始後 2 年半でモンガル県とルンツェ県の農

村開発部の農業担当者の異動はあったものの、それ以外 RNRRC-East と地域試験支場は 26
名の C/P のうち、プロジェクトの実施機関以外に異動した幹部や職員は 2 名と比較的少な

い。4 つのモデル郡の普及員もプロジェクト開始以来、全員異動していない。 
                                                        
10 公用車の燃料費は一律的に年間 1 万ニュルタムと決まっている。 
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ブータン側の現地活動費負担額は 1,509 万ニュルタム（約 4,100 万円）で負担率も高い

が、ブータンでは一般的に人件費と出張費が非常に高く11、本プロジェクトでも人件費が

全体の 6 割近く、出張費が 3 割近くを占め、活動費や経費は不十分である。このことは本

プロジェクトのみならず、他のプロジェクトも直面している問題だが、特に試験場の圃場

で働く作業員の人件費や、農業機械や車両の燃料費の予算不足は活動の効率性をやや下げ

る要因となった12。 
 ブータン側から提供された専門家の執務室など必要な施設・設備は、全般的に問題が

なく、規模、質、利便性の観点から適切だったと判断できる。  
 

(3) 外部条件の影響 
活動から成果に至るまでの 4 つの外部条件のうち、「種子や種苗など、外部機関から調

達しなければならない投入財が着実に入手できる」と「県開発委員会とモデル郡の郡開発

委員会がプロジェクトの活動計画表を支持する」は満たされており、中間評価時点で特に

プロジェクトへの影響はなかった。「主な C/P の頻繁な異動が起きない」については、C/P
全体でみれば異動は少なくプロジェクトの全体の活動への影響はみられないが、後述する

ようにモンガルとルンツェの県農業担当官の異動は成果 2 の活動進捗にやや影響を及ぼし

たともいえる。「郡、県の年間計画にプロジェクト活動を含めることが確保される」につ

いては、まだ郡や県の年間計画には十分にプロジェクト活動が反映されていないが、今の

ところ効率性を妨げる影響は出ていない。プロジェクトが完全に管理できない条件だが、

プロジェクト終了までに、プロジェクト調整会議を活用して郡議会や県議会との連携・協

力を推進して同条件が満たされることが、特に成果 2 と成果 3 の達成に重要である。 
 

(4) 効率性を促進した要因 
プロジェクトの投入した人員や機材が活動に用いられ、成果を出し始めている促進要因

には、以下の点が挙げられる（「２－５プロジェクト実施体制」、「２－６技術移転状況」

参照）。 
・ 専門家と C/P が良好な関係を築けている。 
・ 関係者同士のコミュニケーションが円滑にとれている。 
・ ブータン側実施機関、C/P の間にプロジェクトに対する主体性が育まれている。 
・ ワーキンググループ会議が、活動進捗の確認や次期計画の策定の点で役に立っている。 
・ 日本での研修が、プロジェクト活動に直接活用できる内容が多く、C/P の技術力の向上、

動機づけ、業務に対する前向きな姿勢の面で役立っている。 
 

(5) 効率性の支障になった要因 
活動の進捗に大きな支障は出ていないものの、効率性がやや損なわれた要因には、以下

の点が考えられる。 
・ 成果 2 の普及体制・制度改善の活動の遅滞は、①PO 作成当初は、県農村開発部が主担

                                                        
11 日本人専門家によると、2005 年度より公務員の人件費は 45％上昇したという。 
12 2006 年は特に RNRRC-East の場長の交代があり、新しい場長が赴任するまで空白期間が生じ、省に対する予算請求が不十分

であったことも起因している。 
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当と想定されていたが、プロジェクト内で十分に議論されていないため、実際の活動の

役割分担が不明瞭であったことや、②2 年半の間に県農村開発部のキーパーソンである

農業担当者がルンツェ県、モンガル県ともに異動になったことに起因している。 
・ 首都のティンプーとプロジェクトサイトのある東部モンガル県、ルンツェ県をはじめ、

両県のプロジェクトサイト内の移動に時間がかかり、特に雨期は土砂崩れなどで道が封

鎖され移動に支障が出て、予定どおり活動できないこともある。 
・ 車両購入許可や免税措置などブータン側の行政手続きに時間がかかる。 
・ 試験場の作業員の人件費や農業機械・プロジェクト車両の燃料費などのブータン側の予

算措置が不十分である。 
 

３－２－４ インパクト 
インパクトとは、プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効

果を検証する視点で、予期していなかったプラス・マイナスの効果や影響も含まれる。中間評

価の時点で、プロジェクト終了から 3～5 年後に上位目標が達成されるかどうかを判断するの

は、やや時期尚早である。しかし、上位目標への波及効果ともいえるプラスのインパクトが徐々

に生まれてきている。 
 

(1) 上位目標への波及効果と達成見込み、外部条件の影響 
既述のとおり（「２－４－３ 上位目標の達成の見込み」）、東部地域のタシガンなど本プ

ロジェクトの対象外県から園芸作物の種子や果樹の苗木の配布依頼が増えていることや、

接木の方法の 1 つである高接ぎが東部地域以外のバジョ、剪定技術がプナカでも導入され

ていること、間接的とは思われるがプロジェクト開始以降、モンガルの野菜市場で優良品

種の野菜や果樹の種類が圧倒的に増えたことなど、プラスのインパクトが生まれている。

そのほか 2006 年東部 6 県の普及員に対する研修を農業省農業局と資金協力して実施した

ところ好評で、2007 年も同様の要望が多く寄せられたという。その結果、プロジェクトで

は 2007 年 1 月の中間評価調査期間中に、IFAD の AMEPP と資金提携し、東部 6 県の普及

員に対する園芸作物の研修を行った。マイナスのインパクトの発現は今のところない。 
プロジェクトは個別の適正技術はもとより、「試験研究アウトリーチプログラム」とい

う試験研究と普及分野での包括的なアプローチの開発・普及の点でも注目されている。ブ

ータン国内に 4 カ所ある農業試験場を統括する立場にある農業省 RNR 局の局長によれば、

本プロジェクトの RNRRC-East は、他の 3 つの農業試験場と比べて、圧倒的に普及分野と

の連携がうまくいっており、農家への効果的な普及活動を行っていると認識されているた

め、同試験場が進める「試験研究アウトリーチプログラム」の開発・実践は、農業省関係

者の間でも評判になっているという。 
今後成果とプロジェクト目標が達成されれば、農業省やブータン国内にある東部以外の

3 つの農業試験場にも波及効果をもたらすことが期待できる。ただし、上位目標の達成に

はプロジェクトのみでは解決できない外部条件として、農産物を販売・換金できる環境整

備、つまり国内外の市場へのアクセスを高める措置が不可欠だろう。 
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３－２－５ 持続性 
持続性とは、プロジェクト終了後もプロジェクトで発現した効果が持続されるかどうかを、

政策、組織・制度、技術、財政の観点から問う視点である。中間評価時点では、あくまで予測

と見込みについて分析する。試験研究と普及分野の政策面での持続性は高いと予測できる。技

術面では、C/P における技術の定着は現時点でもある程度見込めるが、農家における技術の定

着については、長年培われた生活文化や習慣に密接に関係していることもあり、楽観視できな

いのが現状である。制度面や組織面での持続性は、特に RNRRC-East では中間評価時でも可能

性はあるだろうと予測できるが、一方で県農業開発部やモデル郡の組織面の持続性は、今後の

活動にかかっていると考えられ現時点では判断できない。財政面の持続性を現時点で判断する

のも時期尚早だが、プロジェクトの効果維持、拡大のためにはブータン側の財政確保に向けた

努力が必要不可欠であることは間違いない。 
 

(1) 政策面 
妥当性で記述したとおり、プロジェクトで実践している試験研究、普及、農家の連携強

化は農業省の方針とも整合性がとれており、農業省をはじめとする関係機関からの「試験

研究アウトリーチプログラム」への期待は高まっている。今後プロジェクトがこのアプロ

ーチの有効性を更に活動を通じて実証できれば、プロジェクト終了後も政策面の持続性は

見込める。 
 

(2) 技術面 
「２－６技術移転状況」で述べたとおり、専門家から C/P への技術移転は順調に行われ

ており、専門家もある程度の手ごたえを感じているように見受けられた。ほとんどの C/P
も、自らの技術レベルがプロジェクト開始前に比べて、プロジェクト活動や専門家の技術

移転により向上していると回答していた。プロジェクトの後半も、専門家による C/P に対

する技術指導が集中的に継続して行われれば、移転された技術が自立的に発展する見込み

は高い。 
農家へ移転される技術の持続性については、篤農家や農家グループが積極的にプロジェ

クトで奨励する品種や技術を取り入れているケースもみられるが、農家の行動変容には時

間が要することや農家をとりまく環境にも左右されることから、短絡的に定着するとはい

いがたいのが現状である。まずは農家が技術を導入し、継続的に活用したいと思うための

動機づけが必要不可欠であり、プロジェクトのなかで効果的な普及の方法や仕組みを一層

検討していく必要があるだろう。 
 

(3) 組織・制度面 
プロジェクトに対する主体性は、「２－５プロジェクト実施体制」でもふれたとおり、

実施機関の関係者の間で芽生え始めており、プロジェクト終了後も維持されると見込まれ

る。 
ワーキンググループ会議の機能については高く評価するプロジェクト関係者の声が多

く、終了後も試験研究と普及の協議の場として定着・発展する見込みがある。 
組織面から検証した持続性については、プロジェクト活動と園芸作物の試験研究を統合
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する RNRRC-East の任務や業務は合致するところが多いため、プロジェクトを通じて強化

される同試験場の試験研究機能は将来的にも持続するだろう。一方で県の農業開発部やモ

デル郡の組織面の持続性の有無を判断するのは時期尚早で、今後の活動の展開次第だろう。 
 

(4) 財政面 
財務面の持続性についても判断するのは時期尚早だが、明らかにプロジェクトの効果を

持続、他の地域へ適用するためにはブータン側の財政確保のための努力が必要不可欠であ

る。 
またプロジェクト自身も、農業局や IFAD のプログラムとの資金提携によって実施した

普及員対象の研修のように、プロジェクト後半も引き続き、政府予算や他のドナーとの連

携協力を通じて、プロジェクトの波及効果に必要な活動を後押しすることが重要である。 
 
 



－31－ 

第４章 提言と教訓 
  
４－１ 提言 

合同評価調査団は、プロジェクトが残りの期間、効果的に活動を実施していくために、次の提

言を行った。 
 

(1) 合同調整委員会に対する提言 
・ これまで使用された PDM には目標値が設定されていない個所や、指標の測定や把握方法

が十分に議論されておらず現場の実態に即していないものが散見されたため、本調査で

PDM を修正した。また実施された一部の活動が記載されていない、あるいは重複する活

動もあったため、PO を修正した。この修正版 PDM Ver.3 と修正版 PO Ver.2 を採用するこ

とを合同調整委員会に提案する。今後、新たな PDM と PO に基づき、プロジェクト期間

内に残された活動を着実に実施し、成果と目標を達成できるよう取り組むことが重要であ

る。 
 

・ 合同調整員会の開催頻度をプロジェクト開始当初少なくとも年 1 回と規定していたが、現

実にはこの会議以外の、農業関連の会議やワークショップで合同調整委員会のメンバーが

首都や東部地域で集い、プロジェクトの進捗状況を確認、話し合う機会が多いため、中間

評価時まで合同調整員会が実施されたのは 1 回だけであることが判明した。したがって合

同調整員会の会議開催を年 1 回首都で義務づけることは現状に照らし合わせやや難しい

と判断し、代替案として終了時評価が行われるまでに少なくとも 1 回開催し、あとは必要

に応じて開催することと、プロジェクトの調整会議が行われた際は合同調整委員会のメン

バーにも同会議の議事録を配布することを提案する。 
 

(2) プロジェクトに対する提言 
・ 合同調整員会が修正版 PDM Ver.3 を承認した際には、プロジェクト目標の指標 1「開発・

普及された技術」と成果 3 の指標 3-2「奨励する技術」の特定と、成果 2 の指標 2-2 と 2-3
の「自己評価シート」と「能力評点シート」の開発を速やかに行うことを提言する。 

 
・ 成果 2 の普及体制の強化をめざすにあたって、まず普及活動の一連のサイクルである計画、

実施・モニタリング、データ記録管理と共有、フィードバックや報告に関して、現状分析

を普及員や県の農業担当官ら関係者間で行い、なかでも緊急に改善が必要な課題の絞り込

みと、現行の県や郡の政策や活動と乖離せずにプロジェクトで何に取り組めるかを特定す

ることが不可欠である。取り組むべき課題をもとに、普及体制の強化を具体的に測る「自

己評価シート」と「能力評点シート」の開発を行うことが期待される。なお、農業省農業

局で普及を評価する同様の制度を導入したことから、これら既存の評価制度をよく検証し、

活用できるものは使い、修正が必要であれば改定することを提言する。 
 
 

・ プロジェクトの調整会議は年 2 回と規定されたが、県知事のスケジュール調整が困難なこ
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とから年 1 回しか開催されていないため、正式に変更することを提言する。 
 

・ 残りの期間で確実に成果とプロジェクト目標を達成するために、上位目標への波及効果を

見据えて、戦略的な計画を策定することを提言する。とりわけ、「試験研究アウトリーチ

プログラム」のガイドライン作成や、プロジェクト活動の郡と県の年間計画への取り込み、

2 県のモデル郡とモデル郡以外の地域へのプロジェクトの効果の拡大、東部地域への波及

効果発現に関する戦略的計画を作成することが重要である。 
 

(3) ブータン関係省庁に対する提言 
・ プロジェクトの効率性を高めるためにも、車両や機材の購入に必要な行政手続きを速やか

に行うことや、試験場の圃場で働く作業員の人件費など必要経費の予算措置を十分行うこ

となど、可能な限りの改善策を講じることを提言する。 
 

(4) プロジェクトを含めブータン、日本の双方関係者に対する提言 
・ ブータンで耕耘機の供与に使われている食糧増産援助（2KR）や、農業機械分野で派遣さ

れている個別専門家、園芸作物などの農業分野で派遣されている青年海外協力隊など、農

業分野の ODA 他スキームとの連携を効果的に行うことを提言する。プロジェクトの相乗

効果を高めるうえでも、こうした試みが重要である。 
 
４－２ 教訓 

中間評価時点で、プロジェクトの経験から得られた教訓は次のとおりである。 
 

(1) 効果的な農業普及に、試験研究と普及、農家の密接な連携・協調は不可欠なアプローチで

ある。 
ブータンの農業普及は、はじめに普及の材料となる試験研究を農業試験場で行い、次に奨

励品種や有用な技術を郡に配置されている普及員が農家に広める方法で行われていた。従来

の普及方法では、普及員は試験研究機関である農業試験場と頻繁に情報交換を行う機会もな

く、農家は奨励された品種や技術を採用するだろうという考え方のもとに、一方的にまた一

律に普及活動が展開されていた。農家のニーズや取り組み状況、農家をとりまく環境などに

ついては細かに分析されることはなかったという。農家は紹介された農業技術や品種を必ず

しも取り入れるとは限らず、期待していた効果が現れていないのが実態であった。 
こうした状況を踏まえて、本プロジェクトで進めた試験研究と普及、農家の有機的な連携

強化は、3 者にそれぞれ便益をもたらし始め、効果的な農業普及手法としてその有用性が徐々

に関係者の間で認識されるまでになった。普及員と農家は当該農村の圃場で実施されるデモ

ンストレーションに参加し、試験場職員や専門家から直接指導を受け、新しい奨励技術や作

物の知識を学べる機会を得ている。また篤農家の圃場で行われる展示栽培やプロジェクトが

企画する技術研修は、農家が習得した技術を即座に自身の圃場で試すことを可能にしている。

一方、試験場職員と普及員は、農家との直接的なやりとりや互いの情報・意見交換の場が増

えたことから、農家の好みやニーズ、直面している問題、奨励品種や技術の実際の効果や適

性を的確に把握できるようになった。つまりプロジェクトでは、普及現場からの有用な情報
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を速やかに試験研究にフィードバックし、新たな試験研究に生かせる仕組みができつつある。 
 

(2) プロジェクト運営を円滑に行ううえで、プロジェクト関係者間におけるプロジェクト概念

やプロジェクト目標の共通理解の形成は必須である。 
適切で効果的なプロジェクト運営に、関係者のプロジェクトの概念に関する共通理解の形

成は、いうまでもなく必要不可欠であるが、実際にはこの点がうまくいっていないプロジェ

クトが決して少なくない。しかし本プロジェクトでは、C/P や日本人専門家はもちろんのこ

と、プロジェクトに関係する政府高官から農家に至るまで、多くの関係者が、プロジェクト

概念や目標、特にプロジェクトが推進する試験研究と普及、農家の連携や関係者間の技術移

転を、多種多様な活動を通じて認識していることが明らかになった。プロジェクト概念が多

くの関係者に浸透し、このことがプロジェクトの順調な運営を後押ししていると考えられる。  
 



  
 
 
 
 
 
 
 

II 終了時評価調査 
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第１章 終了時評価の概要 
 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

(1) 案件経緯 
ブータン王国（以下、「ブータン」と記す）政府は貧困削減を国家計画の重要課題として

位置づけてきた経緯があり、第 10 次国家 5 カ年計画（2008～2013 年）でも、貧困率を 23.2％
（2007 年）から 15％に引き下げることが上位目標として定められている。この目標達成への

戦略として「農村・都市総合開発による貧困削減」が重点課題の 1 つとして位置づけられて

いる。ブータンでは貧困層の 97％が農村部に居住しており、その半数が東部地域に居住して

いる（西部 18.7％、中央 29.5％、東部 48.8％）。このため、地域格差を是正し貧困削減をめ

ざすうえで、同地域の農業開発を図る意義は大きいといえる。 
これまで、ブータン政府は地域格差の是正に向けて、過去の西部地域での農業協力（1964

年からの専門家派遣を中心とした協力）で高い実績を有するわが国に対して東部地域の農業

開発協力を要請し、JICA は個別専門家「農村農業総合開発」（2000～2004 年）、開発調査「地

域農業・農道開発計画調査」（2002～2003年）を実施してきた経緯がある。特に、個別専門家

による農業省東部農業試験場（Renewable Natural Resource Research Centre East：RNRRC-East）
に対する 4 年間の技術指導を通して、同試験場による近代農業技術開発が着手され始めた。

さらに、ブータンでは試験研究技術を農家レベルに普及する役割は県の農村開発部が担って

いるが、試験研究（RNRRC-East）と普及（県農村開発部）間の連携は不足している。郡の普

及支所で普及を担う普及員の技術や計画能力は低く、加えて急峻な地形によるアクセス事情

の悪さもあり、ブータンの普及体制は極めて脆弱で、試験研究成果が農民レベルまで普及す

るには不十分な状況が続いていた。 
こうしたなか、ブータン政府から RNRRC-East の技術開発能力の向上、普及体制の強化、

農家・試験研究・普及間の連携強化を図る技術協力プロジェクトが要請された。これを受け、

JICA は基礎調査（2003 年）及び事前評価調査（2003 年 12 月と 2004 年 4 月の 2 回）を実施

し、ルンツェ県及びモンガル県の 2 県を対象とした「東部 2 県農業生産技術開発・普及支援

計画」（以下、「本プロジェクト」）プロジェクトの基本的枠組みについてブータン側と合意に

至り、2004 年 6 月に R/D の署名交換が行われ、5 年間の計画でプロジェクトが開始された。

その後、2004 年 12 月に運営指導調査、2007 年 1 月に中間評価調査が実施されて現在に至る。 
長期専門家はこれまで 3 名派遣されており、2004 年 6 月から冨安裕一専門家（チーフアド

バイザー/園芸作物栽培技術）と田中豊三専門家（稲作栽培技術）が、2004 年 9 月から吉澤

靖子専門家（業務調整/普及）が現在に至るまで活動中である。短期専門家は農村生活改善（栄

養改善）、農業基盤整備（水管理）、稲病理、土壌分析の分野で計 4 名（7.5 人/月）派遣され

た。 
 

(2) 調査団派遣目的 
協力開始から 5 年目を迎え、2009 年 6 月のプロジェクト協力期間終了に向けて、これまで

のプロジェクトの活動実績、実施プロセス、計画達成度を調査・確認し、評価 5 項目（妥当

性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から、ブータン側関係者及びプロジェク

ト専門家とともに合同評価を行い、プロジェクト残り期間とプロジェクト終了後に向けた提
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言・教訓を抽出するために終了時評価調査団を派遣する。また、協議結果を合同評価報告書

として取りまとめて JCC に報告し、ミニッツ署名を行う。 
 
１－２ 団員構成 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 伊藤 耕三 JICA 農村開発部水田地帯グループ水田第三課長 

計画管理 佐伯 風土 JICA 農村開発部水田地帯グループ水田第三課 職員 

評価分析 高橋 佳子 有限会社 Y's コンサルティングオフィス 

 
１－３ 調査日程 

現地調査は 2009 年 2 月 22 日から 3 月 12 日までの期間で実施された。 
調査日程の概要は、以下のとおりである。 

月日 曜日 高橋団員 伊藤団長、佐伯団員 

2/22 日 成田→バンコク 

  
  
  
  

2/23 月 
バンコク→パロ 
【移動】パロ→ティンプー 

2/24 火 

9:00 農業省（評価方法説明、ブータ

ン側評価委員確認、行程確認等） 
10:00 JICA ブータン駐在員事務所打

合せ 
【移動】ティンプー→トンサ 

2/25 水 
【移動】トンサ→リミタン→モンガル 
打合せ、質問票回収・分析      

2/26 木 専門家個別インタビュー 成田→バンコク 

2/27 金 

モンガルサイト調査 
（RNRRC-East C/P インタビュー） 
                     

バンコク→パロ 
12:00 農 業 機 械 セ ン タ ー （ Agricultural 

Machinery Center：AMC）訪問 
農業機械化強化プロジェクト進捗報告 

【移動】パロ→ティンプー 
15:00 国民総幸福委員会（Gross National 

Happiness Commission：GNHC）表敬 
16:00 農業省次官表敬 
17:00 JICA ブータン駐在員事務所打合せ 

2/28 土 
【移動】モンガル→ルンツェ 
ルンツェサイト調査（メンビ EA イン

タビュー、農家インタビュー） 
【移動】ティンプー→ジャカール 

3/1 日 
ルンツェサイト調査 
【移動】ルンツェ→モンガル 
専門家個別インタビュー 

【移動】ジャカール→モンガル 
リミタン試験場訪問 

3/2 月 モンガルサイト調査 
モンガル知事表敬 
冨安専門家、田中専門家との意見交換 
試験圃場視察、農道視察、農家インタビュー 



－37－ 

3/3 火 資料整理 

【移動】モンガル→ルンツェ 
ルンツェ知事表敬 
ミンジ普及支所/モデル農家インタビュー 
【移動】ルンツェ→モンガル 
団内打合せ 

3/4 水 

11:00 農道開通式 
13:00 プレゼンテーション 
（RNRRC-East／モンガル県及びルンツェ県農業開発担当官による活動報告・自己評

価） 

3/5 木 
資料整理 
団内協議（合同評価レポートドラフト協議） 

3/6 金 
団内協議（合同評価レポートドラフト協議） 
全体協議（専門家、C/P 含む） 

3/7 土 

【移動】モンガル→ジャカール 
15:00 中央機械センター（Central Machinery Unit：CMU）にて農村道路建設機材整備

計画（無償）に関する協議 
18:00 RNRRC ジャカール訪問 

3/8 日 
【移動】ジャカール→ティンプー 
12:00 王立自然保護協会（Royal Society for the Protection of Nature）訪問 
15:00 RNRRC バジョー訪問 

3/9 月 
9:30 農業省大臣表敬 

11:00 合同評価団内打合せ（合同評価レポート） 
14:30 新規要請に係る協議 

3/10 火 
10:00 合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）（ミニッツ署名） 
14:00 JICA ブータン駐在員事務所報告 

【移動】ティンプー→パロ 

3/11 水 パロ→バンコク、バンコク→成田 

3/12 木 成田着 
 
１－４ 主要面談者 

(1) 農業省  
Mr. Pema Gyamtsho 
Mr. Sherub Gyaltsen 
Mr. Tashi Samdup 

Minister 
Secretary 
Director, Council for Renewable Natural Resources (RNR) 
Research of Bhutan (CoRRB) 

Mr. N.K. Prachaec  Chief Research Officer (CRO), CoRRB 
Mr. D. Dhrathul  CRO, CoRRB 
Mr. Karma Dorji Deputy Chief Research Officer (DCRO), CoRRB 
Mr. Kailash Rociden DCRO, CoRRB 
Mr. T. Radgay 
 
 

TMS, CoRRB 
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(2) GNHC 
Mr. Thinley Namgyel 

 
Chief Programme Officer, Development Cooperation 
Division, Gross National Happiness Commission 

(3) RNRRC-East  
Mr. Tayan Raj Gurung Programme Director, RNR RC Wengkhar 
Mr. T. B. Katwal Deputy Chief Research Officer, Field Crop, RNR RC 

Wengkhar 
Mr. Dorji Wangchuk Research Officer, Field Crop, RNR RC Wengkhar 
Mr. N. B. Adhikari Research Officer, Field Crop, RNR RC Wengkhar 
Mr. Loday Phuntsho Research Officer, Horticulture, RNR RC Wengkhar 
Mr. Sonam Gyeltshen Research Officer, Horticulture, RNR RC Wengkhar 
Mr. Khampa Senior Research Officer, Horticulture, RNR RC Wengkhar 
Mr. Thinley Penjor Research Officer, Horticulture, RNR RC Wengkhar 
Mr. Karma Tenzin Research Officer, Horticulture, RNR RC Wengkhar 
Mr. Ugyen Norbu Researcher, Horticulture group, RNR RC Wengkhar 
Mr. Lhap Dorji Senior Research Officer, Research Communication, RNR RC 

Wengkhar 
Mr. Domang Senior Research Officer, Research Communication, RNR RC 

Wengkhar 
Ms. Meena Timilshina Assistant Engineer, Extension Engineering sector, RNR RC 

Wengkhar 
(4) RNRRC バジョー  

Mr. Ghinirey 
 

PRO, RNR RC Bajothang 

(5) RNRRC ジャカール  
Mr. Tayan 
 

(6) CMU 
Mr. Penjore 
 

Programme Director, RNR RC Jakar 
 
Officer-in-charge, Central Machinery Unit 

(7) ルンツェ県  
Mr.Tshering Kezang 
Mr. Sangay Dorji 

Dzongdag, Lhuntse Dzonghkag 
Dzongkhag Agriculture Officer (DAO), Lhuntse Dzongkhag 

Ms. Deki Dema Extension Agent (EA), Menbi geog, Lhuntse Dzongkhag 
Mr. Ugyen Wangdi Extension Agent (EA), Minji geog, Lhuntse Dzongkhag 

(former EA of Saling geog, Mongal Dzongkhag) 
(8) モンガル県  

Mr Lhab Dorji 
Mr. Karchung  

Dzongdag, Mongar Dzonghkag 
Assistant Dzongkhag Agriculture Officer (ADAO), Mongar 
Dzongkhag 
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Mr. Ugyen Tshering 
 

(9) RSPN 
Tshering Choki 

 
(10) JICA 

矢部 哲雄 
臼井 太二 
櫻井 文海 
松谷 邦 

 
(11) AREP 

冨安 裕一 
田中 豊三 
吉澤 靖子 

 

Former Extension Agent (EA), Mongar geog, Mongar 
Dzongkhag 
 
Field Coordinator, Black Necked Crane Information Center, 
Royal Society for Protection of Nature 
 
所長 
企画調査員 
専門家（農業機械化強化プロジェクト） 
シニア海外ボランティア（稲作研究） 
 
 
専門家（チーフアドバイザー/園芸作物栽培技術） 
専門家（稲作栽培技術） 
専門家（業務調整/普及） 
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第２章 評価方法 
 
２－１ 評価手法と評価デザイン 

本評価調査は、「JICA 事業評価ガイドライン改訂版（2004 年 3 月）」に基づき、プロジェクト・

サイクル・マネジメント（Project Cycle Management：PCM）手法の考え方を用いた評価手法に沿

って、プロジェクトの計画と現状とを比較し評価を実施した。プロジェクトの計画は、その概要

表であるプロジェクト・デザイン・マトリックス （Project Design Matrix：PDM） Ver.3 を用いた。

評価調査実施のための評価デザインは、関連資料レビューののち、すべての評価調査項目を実績、

実施プロセス、5 項目評価ごとに「評価グリッド」としてまとめた。 
 

(1) 実績の検証 
はじめにそれぞれの目標に設定された指標の数値目標について、その達成度をみる「実績

の検証（目標の達成度、成果の産出状況、投入の実施状況）」を行った。 
 

(2) 実施プロセス 
プロジェクト・マネジメント（運営管理）も含め、モニタリングの実施状況、意思決定過

程の適切さ、関係機関の支援状況、技術移転状況等の確認を通じて、「実施プロセスの検証（実

施過程全般の把握）」を行い、それらの関係性を「因果関係の検証（目標の達成とプロジェク

ト実施との因果関係）」に活用した。 
 

(3) 評価 5 項目による価値判断 
実績及び実施プロセスを基に、総合的な視点となる「評価 5 項目（「妥当性」「有効性」「効

率性」「インパクト」「持続性」）」によって、プロジェクト実施の価値を判断した。 
 
２－２ データ収集方法 

評価のための情報収集源及びデータ収集方法は、以下のとおりに実施した。 
(1) 資料レビュー 

以下のプロジェクト関連資料をレビューし、評価デザイン、プロジェクトの実績、実施プ

ロセスの確認を行った。「PDM（Ver.1、Ver.2、Ver.3）」、「PO（Project Design Matrix）Ver.1、
Ver.2」、「事前評価調査団報告書（2004 年）」、「中間評価資料（2007 年）」、「プロジェクト事

業進捗報告書（2004～2008 年）」、「プロジェクト作成終了時評価事前資料」、「ベースライン・

サーベイ・レポート」（2004 年）、「ファイナル・サーベイ・レポート」（2008 年）。なお、ベ

ースライン及びファイナル・サーベイ調査は、ローカルコンサルタント及びプロジェクト〔専

門家とカウンターパート（Counterpart：C/P）〕によって実施され、サーベイ・レポートはプ

ロジェクト関係機関に配付された。サーベイの対象者は、2 県のモデル 4 郡及び近隣郡 2 郡

（チャリ郡、コマ郡）から無作為抽出された農家（ベースライン 200 世帯、ファイナル 237
世帯）、及び、試験場のリサーチャー9 名、ルンツェ県の普及員 6 名、モンガル県の普及員 7
名である。 
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(2) 質問票調査 （回答者記入方式） 
プロジェクトの関係者に対し、現地調査開始前に回答者個別記入方式の質問票を作成、プ

ロジェクト経由で送付した。回収は一部直接メールによる提出、及びプロジェクト経由で回

収された。対象者は、プロジェクト・ダイレクター、プロジェクト・マネジャー、C/P 17 名

（RNRRC-East）15 名、県農業担当官・副担当官 2 名、モデル郡普及員 3 名、日本人専門家 3
名であった。 

 
(3) インタビュー調査 

プロジェクト関係者への個別インタビューは、農業省 RNR 局局長（プロジェクト・ダイ

レクター）、農業省 RNRRC-East プログラム・ダイレクター（プロジェクト・マネジャー）、

日本人専門家 3 名、ルンツェ県農業担当官 1 名、モンガル県農業副担当官 1 名及びルンツェ

県メンビ郡普及員 1 名に対して実施した。グループ・インタビューは、RNRRC-East（Wengkhar）
の分野ごと（稲作、園芸作物、普及、エンジニア）の C/P 4 グループ、モンガル県普及員 2
名（異動により 1 名は現ミンジ郡普及員）、モデル 4 郡の農家のグループ（メンビ郡 2 グルー

プ、ミンジ郡 2 グループ、モンガル郡 1 グループ、サリン郡 2 グループ）であった。 
 

(4) 現場視察 
プロジェクトの C/P 機関でありプロジェクトオフィスのある RNRRC-East（Wengkhar）で

は、圃場、研修棟、機材倉庫、トラクター等車両倉庫、整備場を視察し、機材の整備状況、

使用頻度ともに問題のないことを確認した。プロジェクト対象の 2 県のうち、ルンツェ県で

はメンビ郡の普及センター（プロジェクトで建設支援）を訪問、普及員と農家のインタビュ

ーを実施した。また、展示果樹園や冬野菜として農家に普及員が指導したタマネギ畑などを

訪問した。ミンジ郡では、普及センターを訪問し農家のインタビューを実施、さらに先進農

家（ダショー）を訪問し、隣接する展示柑橘類果樹園の視察と農家インタビューを実施した。 
 
２－３ 合同評価 

終了時評価は、ブータン・日本国側双方の評価メンバー6 名による合同評価調査団が組織され

実施された。ブータン側、日本側各 1 名（農業省 RNR 局、評価分析コンサルタント）のメンバ

ー2 名はプロジェクト関係者へのインタビュー調査及び現地視察をすべてともに実施し、後半か

ら他のメンバー4 名が合流するとともに合同評価調査団メンバーによる協議によって評価レポー

トを作成した。 
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第３章 プロジェクトの実績及び実施プロセス 
 
３－１ 投入実績 

 プロジェクト開始以降、2009 年 2 月終了時評価調査時までの日本側とブータン側の投入は以下

のとおりである。 
(1) 日本側 

1) 専門家派遣 ：長期 3 名、短期 4 名  合計 184.5 人/月（見込み） 
チーフアドバイザー/園芸作物栽培技術  60 人/月 
稲作栽培技術     60 人/月 
業務調整/普及     57 人/月 
農村生活改善（栄養改善）  1.5 人/月 
農業基盤整備（水管理）   3 人/月 
稲病理     1.5 人/月 
土壌分析    1.5 人/月 

2) カウンターパート本邦研修 ：合計 38 名（受入れ期間：累計 78 カ月） 
3) 機材供与 ：合計 1,746 万 7,118 ニュルタム（約 35 万米ドル） 

  車両 3 台、農業機械、試験研究資機材等 
4) ローカルコスト負担 ：合計 1,804 万 3,677 ニュルタム（約 36 万米ドル）       

現地活動費 
東部農業試験場研修等建設費  
ルンツェ県モデル郡普及センター建設費（メンビ郡、ミンジ郡） 
農業用道路等建設費 

      
(2) ブータン側 

1) カウンターパート配置 ：研究員、県農村開発部担当、普及員等、延べ 51 名、現在

29 名 
2) 施設・設備 ：専門家用執務室、土地、施設の提供 
3) ローカルコスト ：人件費、旅費、設備費、機材費、修繕費、活動費等 3,146

万ニュルタム（約 63 万米ドル） 
 
３－２ 活動実績 

分野ごとのプロジェクト活動は、おおむね PO（詳細活動計画）Ver.2 のスケジュールどおりに

実施されている。C/P は本来業務と本プロジェクト双方の責任も同時に果たすという困難を抱え

つつ、しかし、日本人専門家とともにプロジェクト活動の円滑な実施に鋭意努力を続けてきたこ

とが確認された。 
他方、本調査（終了時評価）の時点で終了していない活動もいくつか確認され、専門家と C/P

とのチーム全体での情報共有や意思決定プロセスの課題や、成果指標に基づく進捗モニタリング

作業の不足などが改善点として明らかにされた。今後、これらの課題が改善され、残りの活動期

間を通じてプロジェクト目標の達成度が向上することが望まれる。 
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３－３ 成果（アウトプット）の達成状況 

プロジェクト目標達成のために設定された成果（アウトプット）は以下の 3 つである。本調査

（終了時評価）では、あらかじめ PDM で設定された指標に加えて、各成果の達成状況をより具

体的に把握するための補足的な指標を加え、それぞれの達成度を確認した。 
 

成果 1：普及を目的とした農業技術の選択肢が東部農業試験場（RNRRC-East）によって開発

される 
C/P である RNRRC-East は、本プロジェクトの成果として複数の改良品種を推奨し、技術普

及を実施した。柑橘類については、当初目標どおりに 3 品種が推奨品種となり、稲については、

プロジェクト終了時までに 2 品種を推奨品種とする見込みである。これらの技術的選択につい

ては、既にプロジェクトを通じての普及活動や普及教材を通じて農家などに紹介されており、

合同評価チームは、モデル郡の普及センター訪問時に、農業普及員が各種の研修素材（パンフ

レット、ポスター、カレンダー）を農家研修に活用し、配布していることを確認した。 
 

指標 1-1：少なくとも稲作 2 品種、野菜 3 品種、果樹 3 品種が奨励される          

稲については、2006 年に“Wengkhar Rey Kap 06”1 品種を奨励済みで、現在、2009 年内に早

生品種を１品種、新たに提案できる予定である。野菜については 3 種（カリフラワー2 種、ニ

ンジン 1 種）、果樹についてはオレンジを 2 品種と柑橘系の根茎を 1 品種、推奨済みである。 
ルンツェ県メンビ郡及びミンジ郡の農家グループへの聞き取りによれば、2006 年に導入され

た稲品種“Wengkhar Rey Kap 06”は、これら 2 県の 80％以上で耕作されている。 
指標 1-2：少なくとも 5 種類の生産管理に関する技術マニュアルが作成される        

稲栽培マニュアルについては「稲栽培ガイドブック」が 2008 年に作成され、全国 206 の全郡

に配布された。園芸作物の技術マニュアル 3 種はドラフト段階で終了時までに完成の見込みで

ある。アシスタント研究員が現場レベルのデータ収集を行い、シニア研究員がデータ解析とマ

ニュアル開発を行うなど、プロジェクトを通じて、ほぼすべての C/P が技術マニュアルの開発

に関与したことが確認された。   
指標 1-3：10～15 種のさまざまな普及教材が作成される                  

これまでに 21 種の普及教材が作成され、全国 206 郡に配布のうえ、普及員による農家研修に

活用されている。またほとんどすべての C/P の参画をもって、リーフレット 17 種、カレンダー

2 種、ポスター6 種、パワーポイント 9 種、学校農業プログラム・パッケージ等が開発された。

農作物グループや園芸グループは、技術的情報の発信源として機能し、普及グループは普及員

に向けたレイアウト配置や印刷配布に貢献した。 
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追加指標 1-1：ウェンカル東部農業試験場及び試験支場に属する C/P が、普及に必要な技術的

開発に係る技術競争力を高める 
農作物グループ、園芸グループ及び普及グループ（Research Communication）の C/P は、日本

側専門家より、3 つの主たる技術スキルを選択した。彼らの競争性に係る自己評価によれば、

農作物グループの改善点は試験事業の実施能力の改善（達成度 70％）、遺伝子種子生産（達成

度 60％）、収穫後処理に係る研究（進捗率 70％）であった。園芸グループによる改善事項は、

果樹樹木管理（達成率 90％）、苗木増殖技術（達成率 90％）、果実の品質分析（95％）、野菜の

苗木生産管理（85％）、野菜種子生産（95％）及び改良型の栽培技術（80％）であった。 
普及（Research Communication）グループの改善事項（自己評価）は、農村コミュニティへの

技術波及（達成度 80％）、オフシーズン野菜の栽培振興（80％）、農民グループの組織化や野菜

のマーケティング（80％）であった。19 名の RNRRC-East の C/P が日本で研修を履行したが、

これは配置された全 C/P の約 6 割を占めるものであったが、日本での研修は、彼らの能力開発

において極めて重要な役割を果たした。 
 

成果 2：よりよい技術サービスのための普及システムが 2 県で強化される 
PDM における「普及システム」とは、普及サービスの計画策定及び実施管理及び、普及員同

士の情報共有と能力向上を指す。 

指標 2-1：プロジェクト対象地域のすべての普及員がそれぞれ少なくとも 1 年に 1 回以上国内

での研修を受ける                            
対象 2 県において計 24 名の普及員（ルンツェ県 8 名、モンガル県 16 名）がプロジェクトに

よる能力開発研修に参加する機会を得た。他方、参加率に関しては、2005 年（果樹栽培管理）

と 2006 年（夏期野菜）にほぼすべての普及員が研修事業に参加したが、2004 年（普及）と 2008
年（稲栽培）は約半数、2007 年には普及員向け研修が未実施であるなど、すべての普及員が毎

年 1 回の研修を受けるという指標は達成されていない。これら年別の研修参加率の変動は、付

属資料 4. 協議議事録にあるように年別の研修テーマの違い（関心度合い）によるものと考えら

れ、24 名の受講者のうち 3 名がすべての研修プログラムに参加している。 
指標 2-2：普及員自身による普及計画管理力への自己評価が改善する 

合同調査チームは中間評価時に提言した「自己評価シート」及び「自己評価データ」を終了

時評価でも確認できなかった。プロジェクトは、能力判定の評価手法として職階制（Position 
Classification System：PCS）を採用しようと試みたが、同手法は本件のような特定のプロジェ

クトデザインへ適切に適用できない。 
なお、モデル郡の 3 名の普及員に対するインタビューでは、本邦研修における PCM 手法と

アクションプランの策定実践コースが、彼らの計画管理能力を大幅に向上させたとしている。

この 3 名は他郡の普及員に対する PCM 手法の指導経験を全員が有する。また、24 名の普及員

のうち 11 名（46％）が、本邦研修に参加し、計画管理手法の研修を受講している。 
指標 2-3：計画管理に関する普及員の実施能力が向上する 

合同評価チームは中間評価時に提言された能力評価にかかわる関連データを入手確認できな

かった。プロジェクト側は、普及員の能力向上についてのモニタリングを行うために、上述の

PCS 評価システムの活用を図ったが、本プロジェクトの達成成果の指標評価には適していない

ことが明らかになった。 
なお、ルンツェ県の農業開発部の担当者（Dzongkhag Agriculture Officer：DAO）及びモンガ

ル県の副農業担当者（Assistant Dzongkhag Agriculture Officer：ADAO）によると、一部の普及員

はプロジェクトが実施した PCM 研修によって計画策定及び実施能力が向上したと評価し、本

邦における研修成果が帰国後に他の普及員に対する指導を可能としたと言及している。 
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追加指標 2-1：対象 2 県の普及員の能力が向上する 

対象 2 県（ルンツェ県及びモンガル県）の 3 名の普及員によれば、最も改善された上位 3 つ

の改善事項とは、果樹の高接ぎ及び管理、野菜の栽培技術（苗床育成）と改良型の稲作栽培技

術であるとした。さらに農家への技術移転能力、農家組織化の能力、事業計画の計画運営能力

の改善を挙げた。モデル郡の普及員は自身の能力向上に自信と確信をもっている様子がうかが

えた。他方、合同調査チームは、対象 2 県におけるすべての普及員に係る能力評価結果につい

て、関連データを入手することはできなかった。 
追加指標 2-2：普及員によって提供される技術サービスに対する農家の満足度 

サーベイによれば、農家の満足度は 04 年の 85％から 08 年は 73％へと下がったが、プロジェ

クトの実施を通じて農家サイドの期待度が高まった結果と分析した。農家は、普及員により提

供される技術的な支援サービスに、道路建設や灌漑施設、種子や苗木の配布、病害虫対策のた

めの農薬供与などを含めており、プロジェクトの目的に係る誤解も見受けられた。 
 

成果 3：農家と試験研究、普及間の連携に関する試験的取り組みを通じて、4 つのモデル郡の

農家の技術能力が向上する 

指標 3-1：4 つのモデル郡から無作為に選ばれた農家 200 世帯のうち 40％がプロジェクトの実

施する研修に参加する 
プロジェクト実施の農家研修に参加した農家は 4 郡平均で 35％であった。最も高いのはモン

ガル郡で 47％、最も低いのはメンビ郡の 16％であった。 
指標 3-2：4 つのモデル郡から、無作為に選ばれた農家 200 世帯のうち 50％が奨励された品種

や技術を認識する 
ベースラインと同様に提示された各技術のうち、プロジェクトが奨励してきた技術に対する

農家の認識は平均 88％であった。 
指標 3-3：4 つのモデル郡から、無作為に選ばれた農家 200 世帯のうち 45％が研修以外のプロ

ジェクトの現場活動（デモンストレーション、フィールドディ、品評会）に参加する 
25％の農家がフィールドディ、品評会、農家グループ支援、圃場デモンストレーション、ス

タディツアーなどの、プロジェクトが実施した活動に参加した。特に参加度が高かった活動と

して、圃場デモンストレーションが 44％ 、次いでフィールドディと農家グループ支援で 29％
であった。 
追加指標 3-1：4 つのモデル郡農家の技術能力が向上する 

モデル郡でインタビューした農家のほとんどが、プロジェクトの研修や活動によって技術を

習得し、能力が向上したと答え、同時に引き続きさまざまな困難に直面しており、普及員等に

よる更なる指導についての要望が確認された。インタビュー先の農家によれば、改良された技

術とは、ルンツェ県メンビ郡ではマッシュルーム栽培、水稲栽培、野菜栽培、タマネギ栽培、

果樹栽培、ミンジ郡では、果樹の高接ぎ、剪定、冬期野菜の栽培、水稲栽培、モンガル県では、

野菜栽培、果樹管理、モンガル県サリン郡では野菜栽培、果樹、特に柑橘類の接木管理、タマ

ネギの果樹栽培法であった。 
ルンツェ県ミンジ郡では、何軒かの農家は植えた果樹が枯れるなどの困難にも直面していた

が、状況を聞きその場で普及員が指導を約束する場面もみられた。この郡では最近になって普

及員が交代したばかりで、前普及員の指導不足も要因と考えられる。新しく赴任した普及員は、

これまで同じくモデル郡になっているモンガル県サリン郡でプロジェクト開始当初からプロジ

ェクト活動に積極的に参加してきており、普及員の優秀賞もとっている。またルンツェ県での

インタビューでは、まったく野菜がなかった地域で野菜が採れ、手間はかかるがコメを買わず

に自給できるようになった農家もいた。 
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追加指標 3-2：農家と試験研究、普及間連携の試みへの農家の評価 

インタビューした 4 つのモデル郡農家のほとんどは、特に展示圃場について、新しい発想と

技術を容易に学べる情報源として役立つと評価している。ミンジ郡の先進的農家の展示柑橘果

樹園では、近隣農家がここから新技術を学ぶ機会を得ている状況があった。インタビューに集

まった農家（14 戸）の 9 割が何らかの研修に参加し、8 割が改良品種の稲も栽培していた。 
 
３－４ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：試験研究と普及活動の連携が図られ、農業普及の仕組みが改善される 

指標 1：プロジェクトで開発あるいは普及された技術や品種を採用する農家の数が、4 つのモ 

デル郡と近隣郡で 30％増加する 
モデル郡 4 郡及び近隣 2 郡におけるサーベイ調査の結果では、コメを栽培する農家のうち改

良品種のコメを採用している農家の数は 2004 年との比較で 3％増加した。野菜（チリ、ジャガ

イモ、ダイコン、キャベツ）では、改良品種の採用農家は平均で 7.8％増加したが、キャベツな

どはもともと改良品種を採用している農家が多く、変化はマイナスの結果となった。果樹（柑

橘、カキ、ナシ、モモ、プラム）では、改良品種の採用農家は 28％増加した。プロジェクト実

施前に改良品種がなかったカキ（農家の採用率 92％）による指標の伸びと考えられる。 
 

野菜改良品種採用農家の割合                       （％） 
 チリ ジャガイモ ダイコン キャベツ 平均 
2004 年 9 39 44 92  
2008 年 27 38 71 77  
 +18 +1 +27 -15 7.8 ポイント 

  
果樹改良品種採用農家の割合                       （％） 

 柑橘類 カキ ナシ モモ プラム 平均 
2004 年 35 0 44 28 63  
2008 年 60 92 60 53 46  
 +25 +92 +16 +25 -17 28 ポイント 

出所：ベースライン及びファイナル・サーベイ・レポート 

指標 2：ワーキンググループ会議（Working Group Meeting：WGM）で承認された試験研究と普

及の共同活動のうち、80％が効果的に実施される 
中間評価で指摘された「効果的に」の基準設定は、終了時評価時点でもプロジェクトによっ

て明確にはされていなかった。このため、本評価では実施された活動数を基に評価を行った。

終了時評価時点までに各県で開催されたWGM〔普及セクター会議、県別RNR（Renewable Natural 
Resource、農業を指す）会議や県農業セクター会議を含む〕で承認された共同活動は 147 件で

あり、うち 81 件がこれまでに実施された（実施率は 55％）。 
5 年間の平均実施率が 55％であった理由としては、初年度の 2005 年の実施率が 26％と非常

に低かったことが挙げられる。2006 年以降はいずれもほぼ 70％の実施率であった。目標値に至

らなかった最大の理由は、予算制約である。また、選挙や地勢調査等のイベントに普及員やリ

サーチャーが参加し、活動できない状況や、展示圃場の整備が期待どおりに進展せず研修が実

施できなかったケースなどもみられた。 
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会議で承認された「試験研究と普及の共同活動」数と実施数                

 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 合計 
承認数 57 12 39 39 147 
実施数 15 9 27 30 81 
実施率 26％ 75％ 69％ 77％ 55％ 

出所：プロジェクト記録 

指標 3：農家と普及、試験研究の連携強化がモデル概念として、プロジェクト期間中に開発さ

れ、文書化される 
モデル概念として、「リサーチ・アウトリーチプログラム」が開発された。この概念には、農

家の農地でのデモンストレーション、実地研修、品評会などの活動が含まれている。活動自体

はプロジェクト開始前から実施されていたものもあるが、その実施手法や紹介技術はプロジェ

クトを通じて開発改良された。ただし、同モデルの概念に係る文書化については、終了時評価

時点では完成しておらず、ドラフト段階であることが確認された。 
 
３－５ 上位目標の達成見込み 

上位目標：東部地域の農業生産性を向上させる技術の選択肢が増え、同地域で採用される 
それぞれの指標に対して、ここに示した数値は東部地域全体ではなく、プロジェクトのサー

ベイが対象としたプロジェクト対象地域の特にモデル郡 4 郡とその近隣郡 2 郡のデータから得

た情報にすぎず、東部地域全体（6 県）を対象とした調査結果ではないことから、これらの数

値から上位目標達成の見込みを判断するのは困難であり、現時点では時期尚早といえる。上位

目標達成にむけて、ブータン側による東部地域全体（6 県）に、どのようにしてプロジェクト

の成果を普及させるのか、戦略の検討と戦略の計画的実施が必要であり、プロジェクト目標達

成によるプロジェクトの貢献は、その一部を実施したにすぎない。 
 

指標 1：モデル概念から抽出された教訓が、東部地域と国レベルの農業分野の試験研究と普及

戦略の向上のために活用される 
プロジェクトによって開発されたモデル概念「リサーチ・アウトリーチプログラム」から抽

出された教訓は、現在のところ東部地域の各県、さらに国レベルへと紹介されている途上であ

るが、いくつか個別の栽培技術、例えば高接ぎや冬野菜栽培技術などは既に普及展開に取り上

げられている。さまざまな年次調整会議ではプロジェクトから抽出された教訓が報告され、「リ

サーチ・アウトリーチプログラム」は全国のすべての試験場で、同様の試みを開始するとして

いる。 
指標 2：東部地域における園芸作物の収穫量が 15％増加する 

プロジェクト対象地域 2 県内の 4 つのモデル郡（ルンツェ県メンビ郡、ミンジ郡とモンガル

県モンガル郡、サリン郡）及び 2 つの近隣郡（ルンツェ県コマ郡とモンガル県チャリ郡）、計 6
郡における 2004 年との比較で野菜の収穫量は平均 8.5％の増加率を示した。主なものの内訳は、

ラディッシュ、キャベツ、ジャガイモについて、それぞれ 9％、14％、11％の収穫量の増加で

ある。 
果樹は、収穫時期に至らなかったため、今期調査の評価対象とできず、また農家レベルでも

果実の結実が始まったばかりで十分なデータを管理できない状況にあることが確認された。 
指標 3：東部地域におけるコメの収穫量が 10％増加する 

プロジェクトの対象 6 郡におけるコメの収穫量は 2004 年と比較して 12％増加し、うち 4 郡

では平均 22.5％の増産がみられた。 
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第４章 評価 5 項目による評価結果 
 
４－１ 妥当性 

受益地域の農家のニーズは現在も非常に高く、改良技術及び改良種子・苗木への期待度は信頼

性の観点からより高くなっていると思われる。プロジェクト目標及び上位目標は、ブータンの第

10 次 5 カ年計画案及びブータンの国家 RNR（Renewable Natural Resources、農業を指す）政策の

方向性（農村人口の食糧自給、所得創出）と、現在でも合致しており、ターゲットとしている東

部地域は、現在でも食糧生産が困難な状況は変化していない。このように、上位計画との整合性

やターゲットグループの開発ニーズとの合致の観点で、本プロジェクトの妥当性は認められる。 
また、プロジェクト計画の妥当性については、事前調査時に作成された PDM 案からこれまで

計画打合せ調査団、中間評価調査団の訪問とともに関係者が出席するワークショップによって改

定されてきたことから、計画の変更は必要に応じ適切に実施されてきたと判断できる。 
 
４－２ 有効性 

プロジェクト目標の達成度について、設定された 3 つの指標のうち、「新技術を採用する農家

数が 30％増加する（指標 1）」及び「各県レベルで承認される試験研究と普及の共同活動のうち、

80％が効果的に実施される（指標 2）」については、いずれも達成のめどは低い。これは、個々の

活動を通じたアウトプットとプロジェクト目標としての成果との間に、論理的な飛躍があったこ

となどが主因である。 
具体的には、指標 1 の目標値は、コメ、野菜、果樹という異なる 3 つのカテゴリー（さらには

各カテゴリーの作物ごと）に異なる指標を与えるべきところ、一律 30％という指標を与えたため

に目標達成が困難となった。例えば、果樹は技術採用農家の割合が 28 ポイント増加したが、数値

上昇に係る主要因はプロジェクト実施前に改良品種がなかった未開発のカキの改良品種によるも

のであり、この農家による採用割合は 92％を記録した。他方、農家による技術習得ニーズが低か

ったジャガイモ、キャベツについては、技術採用率がプラス 1％、マイナス 15％であった。 
指標 2 については、初年度の実施率が 26％と極めて低かったこと（2 年次以降は 69％以上を維

持）や、ブータン側の予算配分上の問題など、プロジェクトの外的要因に伴う、負の影響が認め

られる。 
指標 3「農家、試験研究と普及の連携強化モデルの開発と文書化」については、モデルの概念

形成は実証事業などを通じて進展したが、文書化はドラフト段階で未了である。プロジェクトの

終了までに文書化が完了することが望まれる。 
 以上より、本件の有効性はやや低い。 
 
４－３ 効率性 

3 つの成果のうち、成果 3 のモデル郡農家の技術能力向上では、農家の奨励品種・技術の認識

度は目標値 50％のところ、88％と大幅に超えて達成された。成果 1 は、試験場による農業技術の

選択肢の開発で、稲作、野菜、果樹ともに奨励品種が開発され、ほぼ目標値を達成しつつある。   
成果 1 への投入では、長期専門家 2 名、短期 3 名、試験場の C/P 配置数は 5 年間で延べ 25 名、

試験研究用機材、本邦研修 19 名などが大きな割合を占めた。さらに、プロジェクト活動の拠点で

あるプロジェクトオフィスも試験場にあり、プロジェクトの長期専門家 3 名もここに常駐してい
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た。成果 2 の 2 県の普及員 24 名の能力の向上による普及体制の強化の達成度は低い。4 つのモデ

ル郡の普及員はプロジェクトとのつながりも深く、能力の向上も確認され普及体制は強化されつ

つあるが、他の普及員は成果の確認も困難な状況である。 
阻害要因として、成果 2 への投入が他の成果と比較しても少ないことがある。特に、長期専門

家は業務調整との兼任で普及の業務には 0.5 名、C/P は 2 名であり、5 年間に実施した普及員対象

の研修は国内で 5 回（出席率 60％）にとどまった。本邦研修には 24 名中 11 名が参加しており投

入としては小さくない割合を占めているものの、投入全体のバランスとして、成果１の試験研究

開発と成果 3 の農家の能力向上への投入は大きく、成果 2 の普及システム改善への投入はこれら

と比較しても少ない。特にモデル郡以外の普及員に対する投入は、プロジェクト活動がモデル郡

とその他限定的な郡であったため、結果としてこれら普及員が研修で得た知識を活用して経験を

積む機会も少なくなり、2 県の普及員全員の能力向上の達成度は低くなった。 
プロジェクトの投入と活動には、計画にはないリクエストベースの農村開発あるいは農民支援

的なものも多く実施されていた。このような投入は成果 3 の農家の能力向上の発現には寄与した

可能性もあるが、一方で計画された成果 2 への投入が十分でなく達成度も低い。 
以上より、本プロジェクトの効率性はやや低い。 

 
４－４ インパクト 

上位目標「東部地域の農業生産性を向上させる技術の選択肢が増え、同地域で採用される」達

成の見込みについては、プロジェクト成果の東部地域への貢献は見込めるものの、東部地域 6 県

のうちプロジェクトを実施したのはわずか 2 県で、そのうちモデル 4 郡と近隣 2 郡のみで収穫量

が増加した（コメ 12％、野菜平均 8.5％）にすぎない現状から、東部地域全体の目標値が達成で

きる見込みを判断するのはいまだ困難である。上位目標達成のためには、ブータン側のプロジェ

クトの成果を東部地域全体へ普及させる戦略が必要である。 
その他のインパクトとして、一方試験場では、評判を聞いた農家などの圃場見学者が増加した。

また生徒・学生らも訪れていることから、将来の東部地域における農業の担い手としての育成が

期待される。 
プロジェクトによる外部へのマイナスのインパクトの発現については、改良品種の野菜を生産

し、収穫量が上がった農家では、市場へのアクセスの問題に直面していることが聞き取り調査で

確認された。モンガル県サリン郡では、改良品種の種子で野菜の収穫量はほぼ 2 倍に上がった。

しかし、車両をもつ農家は遠方の市場にも出荷でき収益も上げることができたが、もたない農家

は地元で売るしかないが、どこの農家も同じように収穫があり売れない。マーケティングはプロ

ジェクトではカバーしておらず、上位目標達成のためにも、プロジェクトと同時進行でブータン

側の関係機関による対応が急務である。 
2 県のモデル郡では、農家が既にコメの収穫量を 4 倍に増やした例や果実や野菜の市場での販

売によって現金収入を増やした例も報告され、プロジェクト実施によるプラスのインパクトは大

きいと判断できる。一方、モデル郡以外や東部地域 6 県全体という面での広がりを含む上位目標

達成の予測は、指標によって確認できたプロジェクトの効果は限定的（2 県 6 郡のみ）であるこ

とから、現時点での判断は困難である。 
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４－５ 持続性 

政策面については、ブータン国家普及政策（改定案）では、「普及員が単なる伝達者からさま

ざまな専門分野のサービス（技術支援、種子・苗木の供給、肥料の供給、郡 RNR 活動の計画策

定と実施など）を提供する役割」へと変えるよう指導と支援がされることとなった。したがって、

プロジェクトの移転技術が普及員によって農家へと普及されるかたちが政策的に整いつつあると

いえる。 
財政面では、郡の予算配分の優先度などで、普及員が計画した活動の 5 割程度しか実施できな

かったプロジェクト期間中の実績から、県農村開発部や農業省から普及員の活動への財政的支援

が必要である。 
技術面については、試験場の C/P はプロジェクトの専門家による技術移転とプロジェクト開始

前 4 年間の個別専門家からの指導の成果によって、終了時評価時点で、習得した知識、技能、能

力について自信をもつに至っている。一方、2 県の農村開発部職員が評価する 24 名の普及員の能

力は全員が向上したとはいえず、モデル郡とそれ以外の普及員の間に差が生じていることが推量

される。この普及員の今後についてプロジェクト期間中にどのような支援が可能か、関係者で検

討する必要がある。 
組織・制度面としては、これまで農業省の組織改編後、管轄する局が分かれ試験研究分野が

CoRRB、農業普及分野が農業局という上部組織の体制下でプロジェクトは実施されてきた。今後

の連携体制について、農業省関係者は、普及と研究は切り離せないもので連携体制は変わらない

との見解を示した。またプロジェクトの対象 2 県は、プロジェクトによって強化された試験研究

と普及の連携活動においては、今後も試験場との連携を継続して実施し、既に開始しているモデ

ル郡農家から非モデル郡農家への技術と経験交換のための活動を推進する予定とした。 
以上より、現時点での持続性は、技術レベルでは問題はないが、今後どのように県行政をリー

ドして普及部門にかかわり、モデル郡以外の普及員の能力向上を図るかに左右される。現段階で

は、これらの方策が必ずしも明確ではないため、本プロジェクトの持続性を高めるためには、今

後の残されたプロジェクト期間でこれらの課題を明確にしていく必要がある。 
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第５章 結論、提言と教訓 
 

５－１ 結論 

C/P への技術移転が進みつつあること（成果 1）、県農業担当官や普及員の計画管理能力や技術

が向上していること（成果 2）、モデル郡農家が奨励品種や改良技術を採用していること（成果 3）
にかんがみ、残り協力期間における活動の継続によりプロジェクト終了までに一定程度のプロジ

ェクト目標の達成が可能であると予測されるところ、本プロジェクトは予定どおり 2009 年 6 月を

もって終了することとする。 
 
５－２ 提言 

以下のように、プロジェクト期間中、つまりプロジェクトの終了時までに対応すべき事項、プ

ロジェクト終了後以降に対応すべき事項に分けて、プロジェクト及びブータン側に対して提言を

行った。 
 

５－２－１ プロジェクト終了までにおける提言 
(1) 本プロジェクトを通じた技術移転及び農道・灌漑施設のようなインフラ整備の一体的サ

ポートは、裨益者である農民に感謝されている。このことから、普及員が将来的に個別技

術に係る普及活動を実施する際には、同様にソフトとハードのパッケージ支援として農家

ニーズを踏まえて開発されること。 
 
(2) 農家の要望の増加により、モデル郡以外でもプロジェクト活動が進められたが、モデル

郡からそれ以外の郡や県やプロジェクトの教訓、経験を今後も共有・活用すること。 
 
(3) 本邦研修を通じて長期的な農業普及のための計画策定や実施管理手法、PCM 等を取得し

た普及員や県農業担当官を活用し、彼らが普及計画の策定と管理に係る改良を継続すると

ともに、他の普及員へ本手法を伝えること。 
 
(4) プロジェクト活動にふれる機会が少なかった、モデル郡以外の普及員の能力強化に特に

力を入れること。 
 
(5) プロジェクトの内部ミーティングを、プロジェクト自身としての定期モニタリング会議

として機能させること。また、JICA ブータン駐在員事務所、JICA 本部とともに PDM 及び

PO の達成度をモニタリングする観点から、プロジェクトの進捗報告を確認すること。 
 

５－２－２ プロジェクト終了後における提言 
(1) ブータンの国家上位計画に沿って農家の食料自給と換金作物による生計向上のバラン

スについて十分検討分析したうえで、それを考慮した農業開発プロジェクトを行うこと。 
 
(2) 農家、普及員、研究者のつながりを強化すること。それにより、農家から普及員及び試

験研究へのフィードバック体制の強化につなげること。 
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(3) 改良技術と農家へ技術を伝えるための普及手法に関し、普及員等の普及に携わる人の能

力強化を RNRRC が継続的に責任をもって行うこと。 
 
(4) 既に対象 2 県において、他農家へ指導を始める農家も出てきていることから、これらの

農家を村落農業技術者として認めて、農民間普及に係る情報共有を図ること。 
 
５－３ 教訓 

 さらに、今後の類似プロジェクトを行うにあたり、次のような教訓を調査団として示す。 
(1) プロジェクト実施にあたり、普及と研究の連携が強かったものの、（普及員は県行政の管

理下にあるため、）円滑な普及活動を行うために県と中央の連絡調整を行う機関の設置が望

まれる。 
 
(2) 研究及び普及双方の戦略の礎とする目的において、農家のニーズ調査が実施されるべきで

ある。その結果は研究者が導入すべき新品種や技術選択において有効性の判断基準となるも

のである。 
 



 
 
 
 
 
 

付 属 資 料 

１．中間評価調査での協議議事録（M/M）（合同評価報告書含む） 
 
２．中間評価調査での評価グリッド 
 
３．中間評価調査での農家へのインタビュー結果概要 
 
４．終了時評価調査での協議議事録（M/M）（合同評価報告書含む） 
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